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第１章 序論 

1.1 研究の背景 

1.2 既往の研究 

1.3 研究の目的と本論文の構成 
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1.1 研究の背景 

 兵庫県南部地震において、主に埋立地で液状化が発生し、多くの杭基礎構造物が被害を受け

た。これに対する被害調査から、杭の損傷によって構造物が傾斜・不同沈下した例や、地盤の液

状化に伴う側方流動によって杭が損傷し、大きな沈下・水平変位を生じたことで、構造物の一部

が崩壊した例が報告されている1.1)。このように、杭基礎の損傷が構造物の甚大な被害につながる

可能性もあり、液状化地盤における杭基礎の耐震性や、大地震後の杭基礎構造物の安全性を検討

することは極めて重要である。 

 構造物の規模や敷地の地盤条件などを勘案し、耐震性・経済性を考慮した合理的な杭基礎の設

計を行うためには、構造物および敷地地盤の諸条件が杭応力に影響を及ぼす要因を把握する必要

がある。液状化地盤において、基礎根入れ部に作用する地震時土圧1.2)-1.4)および摩擦力1.5), 1.6)が外

力として作用し、杭応力を増大させる可能性がある。また、液状化地盤では地盤の変形が大きく

なり、杭に作用する水平地盤反力が加力側に作用して過大な杭応力を生じ、杭基礎の損傷につな

がる可能性もある。特に、地盤の剛性が急変する層境界付近で杭応力が大きくなる傾向が指摘さ

れており、過去の地震における杭基礎の被害調査から、液状化層の上端部および下端部で地盤変

位による応力の集中が発生し、杭が損傷した例が報告されている。このように、液状化地盤にお

いて、杭応力は地盤の変形に大きな影響を受ける。液状化に伴う地盤の変形量は、地盤の密度に

よって異なる。緩い地盤では地盤剛性が小さく、大きな変形が生じるのに対し、密度の高い地盤

ではサイクリックモビリティによって地盤剛性が回復し、変形は小さくなる。また、基礎部およ

び杭の変位は杭の曲げ剛性によって異なる。基礎根入れ部に作用する土圧や杭に作用する水平地

盤反力は、基礎部および杭と地盤の相対変位に影響を受けるため、杭応力は地盤の密度や杭剛性

に影響を受けると考えられる。 

 このように、液状化地盤における杭の応力は、上部構造物の固有周期および地盤の卓越周期、

地盤の相対密度、杭の曲げ剛性などに影響を受けると考えられる。液状化地盤における杭基礎構

造物の合理的な設計手法を構築するためには、構造物と地盤の条件が杭応力に及ぼす影響を把握

し、それらの諸条件に適した杭の設計法を検討することが重要である。 

 大地震後の杭基礎構造物の安全性を検討するためには、被害調査を行って杭体の損傷を検出

し、損傷への対策を講じることが必要となる。杭の被害調査は、地盤を掘削して行われるため、

膨大なコストと手間がかかる。そのため、杭基礎の被害調査は、全ての杭基礎構造物に対して行

うことが困難であり、主に上部構造物に損傷が認められる場合に行われる。しかし、杭が損傷し

ても上部構造物が無被害であった事例も報告されており、被害調査の行われていない構造物で

は、損傷した杭が継続使用されているケースも少なくないと考えられる。損傷した杭を継続使用

した場合、その後大きな地震動が作用した際、構造物に甚大な被害が生じる可能性も考えられ

る。これから、杭の損傷が構造物の地震時挙動に及ぼす影響を検討することが重要であると考え

られる。 

 以上のように、液状化地盤における杭基礎の合理的な耐震設計手法や、大地震後の杭基礎構造
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物の安全性を検討するためには、構造物や敷地地盤などの諸条件や杭の損傷が杭基礎構造物の地

震時挙動に及ぼす影響を把握することが重要である。そこで本研究では、上部構造物固有周期や

杭剛性、地盤の相対密度をパラメータとした遠心載荷実験を行い、液状化地盤における構造物と

地盤の諸条件が杭応力と構造物の挙動に及ぼす影響を検討する。さらに、大型せん断土槽を用い

たRC杭の破壊実験のデータを用いて、杭の損傷が構造物の振動性状に及ぼす影響を検討する。 

 

1.2 既往の研究 

1.2.1 液状化地盤における杭基礎の被害事例 

 1964年新潟地震において、地盤の液状化によって杭上部が傾斜し、橋梁が水平変位して落下し

た例1.7)が報告されている。また、河川沿いの敷地に建設中であった建物において、上部構造物が

建設される前の状態で、ペデスタル杭が損傷した例が報告されている1.8)。このような被害状況か

ら、地盤の液状化による杭基礎構造物の被害性状が認識され、液状化地盤中の杭の挙動に関する

研究が行われてきた。 

 新潟地震の他にも、1968年十勝沖地震1.9)や、1993年北海道南西沖地震1.10), 1.11)において、極めて

ゆるい砂が地震時に液状化したことが報告されている。また、1995年兵庫県南部地震でも、地盤

の液状化による被害が多数発生した。ポートアイランドや六甲アイランドでは、液状化に伴う側

方流動が生じ、護岸が海側に大きく変位し、多くの杭基礎構造物が被害を受けた1.12)-1.14)。これに

対し、被害要因を解明するため、杭被害の実験・解析的検討が行われている。 

 中澤ら1.15)は、兵庫県南部地震の際に大きく傾斜した臨海部に建つ構造物の杭基礎の被害調査

を行っている。その結果、杭の損傷は、護岸背後地盤の移動および地盤の液状化によって、海側

の杭基礎が損傷・傾斜し、陸側の杭周辺地盤では地盤反力が減少し、構造物慣性力の影響によっ

て、杭が損傷したとしている。また、海側杭の損傷によって杭基礎の軸力分担に不均衡が生じ、

杭によって被害の程度が異なった可能性も指摘している。鈴木ら1.16)は、臨海部埋め立て地に位

置する杭基礎構造物の被害調査を行い、被害要因を検討している。この敷地周辺では噴砂が生

じ、50cm程度の側方流動が認められている。調査結果から、建物の隅角部の杭の損傷が顕著であ

り、構造物慣性力の影響は隅角部で大きかったとしている。また、液状化したと想定される境界

付近で杭体にクラックが生じており、液状化による側方流動の影響で杭が損傷したとしている。

さらに、航空写真を用いて地盤の側方流動の方向を調査しており、これと杭の変形方向が概ね一

致していたことを報告している。 

 長谷川ら1.17)は、埋立地に建設された杭基礎構造物の被害調査を行って被害状況を把握し、

Penzien型モデルによる被災シミュレーション解析を行って損傷の要因を検討している。その検討

結果から、地盤の液状化による過大な地盤変位の影響と、構造物慣性力が地盤変位と同位相で作

用したため、杭頭部が損傷したとしている。 

 杉村ら1.18)は、液状化地盤における既製コンクリート杭の損傷性状から、荷重分布法を用いて

被害様相の検討を行っている。その結果、地盤の側方流動に伴う滑り力を作用させた位置付近で
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曲げモーメントが終局耐力を超え、さらにせん断力が加わって折れ曲がるように変形したことを

指摘している。 

 桑原ら1.19)は、上部構造物の建設途中に場所打ちRC杭が損傷した構造物の調査を行っている。

その結果、ひび割れは液状化したと考えられる埋土層の上下端部に集中していることから、杭の

傾斜およびひび割れは埋土層の液状化による側方流動によるものであることを報告している。古

山田ら1.20)は、この被害建物を対象に、地震後の地盤変形量を入力とした応答変位法による解析

を行い、海側・陸側の流動量の違いが杭の破壊および変形モードに影響を与えたことを示してい

る。 

 時松ら1.21)は、臨海部に位置する杭基礎構造物の被害調査を行い、杭の被害要因を検討してい

る。この建物の敷地では、液状化に伴う側方流動が生じ、上部構造物は無被害のまま沈下・傾斜

していた。内視カメラおよび孔内傾斜計を用いて杭の破壊変形モードの調査が行われ、杭の破

壊・変形モードは、海側杭と山側杭で異なることが明らかとなった。また、応答変位法を用いて

杭の応力と変形モードの検討を行った結果、海側では地盤が杭を押し、山側では杭が地盤を押し

たため、海側と山側で杭の破壊・変形モードが異なったことを指摘している。これらの地震被害

調査および解析的検討結果は、液状化に伴う地盤の過大な変位が杭の応力に影響を及ぼし、それ

が主要因となって杭が損傷したことを示している。 

 

1.2.2 液状化地盤における杭基礎の実験的研究 

 液状化地盤における杭基礎の挙動を検討するため、模型地盤を用いた実験が数多く行われてい

る。吉川ら1.22)は、せん断土槽を用いた模型杭基礎の振動実験を行い、液状化過程における杭と

地盤の挙動を検討している。その結果、地中深部では過剰間隙水圧が上部へ消散し、せん断強度

が上層より早く回復するため、地中深部の杭面に作用する振動土圧は表層部に比べて大きくなる

ことを報告している。時松ら1.23)は、大型せん断土槽を用いた振動実験を行い、液状化地盤の変

位が杭応力に及ぼす影響を検討している。その結果、液状化地盤において、杭に生じる曲げモー

メントは、杭頭加速度に加え地盤変形の影響を受けることを指摘している。さらに、応答変位法

を用いて杭の曲げモーメントの算定を行い、その有用性を示している。 

 宮本ら1.24)は、相対密度の異なる２層の飽和砂地盤を用いた遠心載荷実験を行い、入力加速度

レベルや入力地震波形の違いが液状化地盤における杭応力に及ぼす影響を検討している。また、

多質点曲げせん断棒モデルによる解析を行い、構造物慣性力および地盤振動による曲げモーメン

トを検討している。その結果、構造物慣性力による杭応力は杭頭部で大きくなり、地盤振動によ

る杭応力は、剛性の異なる地盤の層境界で杭応力が大きくなることを指摘している。この検討結

果は、液状化地盤では地盤変位が杭応力に大きく影響を及ぼし、特に剛性の異なる層の境界付近

で杭応力が大きくなることを報告している。前述のように、杭基礎の被害調査においても、地盤

剛性の異なる層や液状化層と非液状化層の境界付近において杭の損傷が認められており、この検

討結果と対応している。 
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 液状化地盤において、杭に作用する水平地盤反力が杭の応力を増大させることが指摘されてい

る。時松ら1.25)は、大型せん断土槽を用いた地盤－杭－構造物系の振動実験を行い、液状化過程

における杭に作用する水平地盤反力を検討している。その結果、中密度および高密度の地盤で

は、水平地盤反力は地盤と杭の相対変位と相関が良く、低密度の地盤では相対速度と相関が良い

ことを指摘している。また、水平地盤反力係数が過剰間隙水圧比や地盤と杭の相対変位に影響を

受けることを指摘し、これらを用いた水平地盤反力モデルを提案している1.26)。さらに、液状化

地盤における水平地盤反力の発生メカニズムを検討し1.27)、杭と地盤の相対変位によって、引張

り側となる杭周辺地盤と圧縮側となる杭周辺地盤では、間隙水圧と土圧の減少傾向が異なること

が指摘されている。これは、土圧および間隙水圧の減少が大きい引張側から引き戻されるように

荷重を受けることを示しており、乾燥砂地盤と液状化地盤では水平地盤反力の発生メカニズムが

異なることを指摘している。 

 田村ら1.28)は、大型せん断土槽を用いた杭頭加振実験を行い、水平地盤反力の発生メカニズム

を検討している。水平地盤反力を弾性力と粘性力に分離し、それらの寄与を検討した結果、過剰

間隙水圧比が0.9程度以上となると、水平地盤反力が地盤と杭の相対速度に依存することが指摘さ

れている。 

 鈴木ら1.29)は、せん断土槽を用いた地盤－杭－構造物系の振動実験を行い、地盤の相対密度が

水平地盤反力に及ぼす影響を検討している。その結果、相対密度の低い地盤では水平地盤反力が

外力として杭に作用し、相対密度の高い地盤では反力として作用したことや、杭間地盤と杭周辺

地盤で地盤の応答性状が異なることを指摘している1.30)。また、入力動の特性が水平地盤反力に

及ぼす影響を検討し1.31)、長周期成分が卓越する入力波を用いた場合、地盤変位が大きくなり、

杭に大きな応力が生じることを指摘している。これらの実験結果をふまえ、過剰間隙水圧および

地盤と杭の相対変位を用いて、水平地盤反力をモデル化できることを示している1.32)。 

 液状化地盤における杭基礎の応力は、構造物慣性力と基礎根入れ部に作用する土圧合力の位相

差に影響を受ける。実験および解析的検討から、上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短

い場合、構造物慣性力と基礎根入れ部に作用する土圧は同位相となり、上部構造物の固有周期が

地盤の卓越周期より長い場合、構造物慣性力と土圧は逆位相となることが指摘されている1.33)-

1.35)。田村ら1.36), 1.37)は、大型せん断土槽を用いた地盤－杭－構造物系の振動実験において、上部

構造物慣性力と基礎根入れ部に作用する土圧合力の位相差を検討している。その結果、上部構造

物慣性力と土圧合力の位相差は、上部構造物の固有周期と地盤の卓越周期だけでなく、基礎部と

地盤の変位の大小関係にも影響を受けることを指摘している。上部構造物の固有周期が地盤の卓

越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より小さい場合において、上部構造物慣性力と土圧合力

が同位相になり、杭頭水平力が大きくなったと報告している。これらの報告から、液状化地盤に

おける杭の応力は、上部構造物固有周期と地盤の卓越周期の関係や、基礎部と地盤の変位の大小

関係によって異なることが分かる。基礎部の変位は杭剛性によって異なるため、杭剛性が上部構

造物慣性力と基礎根入れ部に作用する土圧の位相差に影響を及ぼす可能性が示唆される。 
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 時松ら1.38)は、大型せん断土槽を用いた振動実験を行い、地盤－杭－構造物系の動的相互作用

が杭応力に及ぼす影響を検討している。実験は、乾燥砂および飽和砂を用いて、杭剛性や基礎根

入れの有無をパラメータとして行われた。その結果、低剛性杭の基礎根入れ部に作用する土圧合

力は、高剛性杭のそれに比べて小さく、低剛性杭の杭頭せん断力が小さくなることが指摘されて

いる。これは、剛性の高い杭を用いた場合、基礎部が地盤変位に抵抗するのに対し、剛性の低い

杭を用いた場合、基礎部が地盤に追従して変位するためである。さらに、応答変位法を用いた杭

応力の算定が行われている。その結果、上部構造物の固有周期が地盤の固有周期より短い場合に

は、構造物慣性力と地盤変位を同時に作用させ、長い場合には一方ずつ作用させて求めた応力を

二乗和平方根で重ね合わせることで、実験における杭応力を再現できることが示されている。ま

た、応答変位法を用いて、基礎根入れ部に作用する土圧が抵抗側・加力側に作用する傾向も再現

可能であるとしている。 

 Tamuraら1.39)は、上部構造物の固有周期が液状化地盤の卓越周期より短い場合において、杭剛

性をパラメータとした動的遠心載荷実験を行い、液状化地盤における杭剛性が杭応力に及ぼす影

響を検討している。その結果、低剛性杭における基礎部変位は地盤変位より大きくなり、基礎根

入れ部に作用する土圧合力が上部構造物慣性力に対して反力として作用し、杭頭せん断力が極め

て小さくなったことが報告されている。また、三次元FEM解析を用いた検討1.40)でも、液状化地

盤における低剛性杭の杭頭曲げモーメントは、高剛性杭に比べて小さくなることが報告されてい

る。これらの検討結果は、液状化地盤において剛性の低い杭を用いることで、杭応力を低減でき

ることを示唆している。ただし、これらの報告では、杭剛性が上部構造物の応答や杭に作用する

水平地盤反力に及ぼす影響の検討がなされていない。 

 

1.2.2 免震構造物の杭応力に関する研究 

 液状化の可能性のある軟弱地盤における免震構造物では、地盤の液状化に伴って長周期振動が

卓越し、免震構造物が共振する可能性がある。近年発生が危惧される東海・東南会・南海地震な

どの海溝型地震において、関東平野、大阪平野、濃尾平野などの大都市が密集する平野部で長周

期地震動が発生する可能性も指摘されており、免震構造物などの長周期構造物の応答の増大が懸

念される。免震構造物の応答が大きくなると、免震層に過大な変形が生じ、構造物の擁壁への衝

突や積層ゴムの損傷などの可能性がある1.41)-1.43)。そのため、液状化地盤における免震構造物で

は、構造物と擁壁のクリアランスや免震層変位に注意が必要となると考えられる。また、免震構

造物では、基礎の傾斜が免震部材の性能に悪影響を及ぼす可能性があるため、杭基礎の耐震性は

重要である。 

 福武ら1.44), 1.45)は、三次元FEM解析を用い、上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より長い

ケースにおいて、液状化地盤および軟弱な粘土地盤における免震構造物の成立性を検討してい

る。その結果、免震構造物の慣性力は小さく、慣性力に起因する杭頭曲げモーメントは非免震構

造物より小さくなることを指摘している。ただし、液状化によって地盤変形が大きくなると、杭
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頭曲げモーメントが大きくなるとしている。この検討では、基礎根入れ部に作用する土圧、側面

摩擦力および杭に作用する水平地盤反力が杭応力に及ぼす影響に関する検討がなされていない。

また、液状化地盤における杭剛性と杭応力の関係を検討した既往の研究は、上部構造物固有周期

が液状化地盤の卓越周期より十分短い場合がほとんどであり、杭剛性が免震構造物の杭応力や免

震層変位に及ぼす影響を検討した例は極めて少ない。そのため、液状化地盤における免震構造物

の杭剛性が杭応力に及ぼす影響には不明な点が多い。 

 

1.2.3 杭の損傷と構造物の応答に関する研究 

 大場ら1.46)は、杭の損傷によって構造物の固有周期が長周期化したことを報告し、構造物固有

周期の検討による杭基礎の損傷評価の可能性を示している。一方、1997年に防災科学技術研究所

（つくば）の大型振動台で行われた液状化地盤におけるRC杭の破壊実験1.47), 1.48)では、杭の破壊

前後で構造物固有周期の変化しなかったことが報告されている。このように、杭の損傷によって

構造物の固有周期が変化した例と変化しなかった例が報告されており、杭の損傷が構造物の振動

性状に及ぼす影響には不明な点が多い。 

 

1.3 研究の目的と本論文の構成 

 以上のように、液状化地盤における杭の耐震設計を行うためには、上部構造物の固有周期、杭

剛性および地盤条件が杭応力に及ぼす影響を検討することが重要である。そこで、本研究では、

液状化地盤－杭－構造物系の動的遠心載荷実験を行い、上部構造物の固有周期、地盤の相対密度

および杭剛性が杭応力に及ぼす影響を検討する。また、RC杭基礎の破壊実験のデータを用い

て、杭の損傷が構造物の振動性状に及ぼす影響を検討する。さらに、杭の損傷前後の構造物の振

動性状を検討することで、杭の損傷を評価できる可能性がある。そこで本研究では、カオス時系

列解析を用いた杭の健全性評価手法を検討する。 

 本論文の構成を図1.1に示す。 

 第2章では、液状化地盤－杭－構造物系の遠心載荷実験の実験概要を示す。 

 第3章では、上部構造物の固有周期が液状化地盤の卓越周期より短いケースにおいて、杭剛性

および地盤の相対密度が杭応力に及ぼす影響を検討する。 

 第4章では、免震構造物を想定し、上部構造物の固有周期が液状化地盤の卓越周期より長い

ケースにおいて、杭剛性が杭応力に及ぼす影響を検討する。 

 第5章では、短周期構造物と免震構造物の実験結果を比較し、上部構造物の固有周期が杭応力

に及ぼす影響を検討する。さらに、応答変位法を用いて杭応力の算定を行い、構造物慣性力が杭

応力に及ぼす影響を検討する。 

 第6章では、大型せん断土槽を用いた液状化地盤におけるRC杭の破壊実験のデータを用い、杭

の損傷が構造物の振動性状に及ぼす影響を検討する。さらに、カオス時系列解析を用いた杭の健

全性評価手法について検討する。 
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液状化地盤－杭－構造物系の 

遠心載荷実験の概要 

第2章 

 

短周期構造物の杭応力 

 

・杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

・地盤の相対密度が杭応力に及ぼ

す影響 

第3章 
 

免震構造物の杭応力 

 

・杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

・杭剛性が免震構造物の応答に及

ぼす影響 

第4章 

 

杭の損傷が構造物の振動性状に及ぼす影響 

 

・杭の損傷と構造物の振動性状 

・杭の損傷と構造物の固有周期 

・カオス時系列解析を用いた杭の健全性評価手法 

第6章 

図1.1 本論文の構成 

 

短周期構造物と免震構造物の杭応力 

 

・上部構造物の固有周期が杭応力に及ぼす影響 

・応答変位法を用いた検討 

第5章 

 

まとめ 

第7章 
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第２章 実験概要 

2.1 遠心載荷装置の概要 

2.2 実験ケースおよび実験模型 

2.3 入力波 

2.4 土圧合力, 側面摩擦力および水平地盤反力の評価 



－16－ 

 
2.1 遠心載荷装置の概要 

 本研究では、遠心載荷装置2.1)を用いた地盤－杭－構造物系の振動実験を行う。遠心載荷

実験は、実物の1/Nの模型を重力加速度のN倍の遠心加速度場におき、実物と同じ応力状態

を模型に再現して行う。遠心力を発生させることにより自重を大きくして砂の上載圧を再

現し、相似則を満足する。遠心載荷実験の相似則を表2.1に示す。実大スケールの1/Nの大

きさの模型を用いてNgの高重力場で実験することで、地盤の拘束圧が実大スケールのもの

と等しくなり、対応する深度における応力-ひずみ関係も実大スケールの地盤のそれと等し

くなる。これにより、模型実験で、実際の構造物や地盤の挙動を再現した実験結果を得る

ことが可能となる。 

 実験は、京都大学防災研究所の遠心載荷装置を用いて行った。装置の概要を図2.1に、遠心載荷装

置の外観を写真2.1に、装置の緒元を表2.2に示す2.2)。本実験は全て40g場で行い、合計64チャンネル

で計測を行った。 

 

 

図2.1 遠心載荷装置の概要 

長さ 時間 加速度 質量 応力 ひずみ 密度 振動数 曲げ剛性

1/N 1/N N 1/N 3 1 1 1 N 1/N 4

表2.1 遠心載荷実験の相似則 (遠心力Ng場) 
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有効回転半径 2.5m

最大遠心加速度
200ｇ　(静的載荷試験時)
50g　(動的載荷試験時)

回転モーターの容量 37kW

モデルの寸法(L×H×W)
50×30×15cm　(静的載荷試験時)
45×20×15cm　(動的載荷試験時)

最大積載質量 120kg
振動加振方式 油圧式変位制御
加振波形 正弦波、任意波形

データ用チャンネル数 64

表2.2 遠心載荷装置の主要諸元 

写真2.1 京都大学防災研究所の遠心載荷装置 

(b)遠心アーム中央部 

（c)プラットホーム 

(試験体設置用) 

(a)プラットホーム 

(カウンターウェイト設置用) 
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2.2 実験ケースおよび実験模型 

 実験は、上部構造物の固有周期、杭剛性および地盤の相対密度をパラメータとして行った。実験

ケースを表2.3に示す。実験ケースは4文字で表し、最初は上部構造物の固有周期(短周期モデルが

S、長周期モデルがL)、2番目は杭剛性(高剛性杭がA、低剛性杭がB)、3, 4番目は地盤の相対密度

(30%が30、80%が80)を示す。 

本研究では、せん断土槽を用いて実験を行う。せん断土槽の外観を写真2.2に示す。せ

ん断土槽は、厚さ9mmのフレームが17段積み重ねられた構造となっている。フレームには

ベアリングが設置されており、そのベアリングによって土槽の加振方向の変形が拘束され

ることなく、境界条件の影響を低減することができる。土槽の内法寸法は深さ200mm，幅

450mm，奥行き150mm(実大スケール：深さ8m，幅18m，奥行き6m)である。非排水条件で実

験を行うため、土層の内側に厚さ1mmのゴム膜を取り付けた。土槽底面はメッシュ状と

なっており、土槽底板に取り付けられたチューブから間隙水を注入することが可能であ

る。 

 短周期モデルの実験模型およびセンサー配置を図2.2に、実験モデルを図2.3に、模型作成手順を

写真2.3に示す。基礎部の質量は0.99kg、上部構造物の質量は2.0kgである。本実験では４階建て程度

の建物を想定し、建物の基礎と上部構造1階分の質量比を2:1として、上部構造と基礎部の質量バラ

ンスを設定した。土圧および側面摩擦力を計測するため、小型2軸ロードセルを基礎部の周囲に設

置し、受圧板を取り付けた。基礎部および上部構造物に加速度計を設置した。短周期モデルでは、

上部構造物を板バネで支持した。上部構造物の基礎固定時の固有周期は0.0075s(実大スケールで

0.3s)である。 

 長周期モデルの実験模型およびセンサー配置を図2.4に、実験モデルを図2.5に、模型の作成手順

を写真2.4に示す。長周期モデルでは、上部構造物の固有周期を長くするため、上部構造物の底面を

ローラーで支持し、基礎部に固定したパネルと上部構造物の間に板状のゴムを設置した。上部構造

物の基礎固定時の固有周期は0.125s(実大スケールで5.0s)であり、1/√2法を用いて算出した減衰定数

は0.4であった。 

 高剛性杭モデルの杭はステンレス棒(EI=3.85×105Ncm2)で、低剛性杭モデルの杭はアルミニウム

管(EI=0.841×105Ncm2)である。杭径は8mm、杭長は176mmである。高剛性杭モデルの曲げ剛性は、

実構造物における直径508.0mm、厚さ9mm程度の鋼管杭に概ね対応し、低剛性杭モデルの曲げ剛性

は、直径355.6mm、厚さ6.4mm程度の鋼管杭に概ね対応する。本実験では、杭剛性が杭応力に及ぼ

す影響を明確にするため、杭径を同一として杭剛性のみをパラメータとした。基礎部を4本の杭で

支持し、杭頭および杭先端は剛接合とした。杭にはひずみゲージを貼付した。杭のひずみゲージの

配置を図2.6に示す。A, B, C杭にひずみゲージを10レベル貼付し、杭頭および杭先端のせん断力を

評価するため、D杭にひずみゲージを杭頭と杭先端に2レベルずつ貼付した。 

 本実験は全て豊浦標準砂を用いて地盤を作成した。豊浦標準砂の物理的性質を表2.4に示す。本研

究で想定した地盤および構造物の概要を図2.7に示す。本実験では、地表から順に乾燥砂層、飽和砂
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Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 Case 6

実験ケースID SA30 SB30 SA80 SB80 LA30 LB30

上部構造物 0.125s 0.125s

固有周期 (5.0s) (5.0s)

地盤の相対密度

杭の材質 ステンレス アルミニウム ステンレス アルミニウム ステンレス アルミニウム

断面形状 円形中実 円形中空 円形中実 円形中空 円形中実 円形中空

杭長 176mm (7.04m) 176mm (7.04m) 176mm (7.04m) 176mm (7.04m) 176mm (7.04m) 176mm (7.04m)

φ=8mm φ=8mm, t=0.8mm φ=8mm φ=8mm, t=0.8mm φ=8mm φ=8mm, t=0.8mm

(φ=32cm) (φ=32cm, t=3.2cm) (φ=32cm) (φ=32cm, t=3.2cm) (φ=32cm) (φ=32cm, t=3.2cm)

3.85×105 Ncm2 0.841×105 Ncm2 3.85×105 Ncm2 0.841×105 Ncm2 3.85×105 Ncm2 0.841×105 Ncm2

 (9.86×104 kNm2) (2.14×104 kNm2)  (9.86×104 kNm2) (2.14×104 kNm2)  (9.86×104 kNm2) (2.14×104 kNm2)

30%

断面寸法

曲げ剛性

0.0075s

(0.3s)

30% 80%

写真2.2 せん断土槽 

層、非液状化層、基盤という地層構成を想定し、実験では非液状化層上面から地表までの地盤をモ

デル化した。杭は非液状化層を貫いて基盤に達していると想定し、非液状化層の剛性が十分高いと

してモデル化した。本実験における杭先端は、飽和砂層とその下の非液状化層の境界位置に対応す

る。地盤材料は豊浦砂を用い、空中落下法で相対密度30%および80%として作成した。これを脱気

槽に入れて脱気し、間隙水の消散に要する時間を実地盤に合わせるため、水の40倍の粘度を持つメ

トローズ溶液を土槽下部から注入して飽和させた。水位は基礎部の下10mmとした。地盤に加速度

計を設置した。地盤の加速度計は、基礎部および杭から出来るだけ離し、かつ土槽枠に過度に近接

しないようにして、杭、基礎部および土槽枠の影響が出来るだけ小さいように配置した。基礎部か

ら土槽枠までの地盤幅は、基礎根入れ深さの4倍程度とした。 

 

表2.3 実験ケース 

( ) 内は実大スケール 
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(a) 飽和砂層の作成 (b) 構造物模型の設置 

(c) 乾燥砂層の作成 (d) 構造物模型（L側） 

(e) 構造物模型（側面） (f) 杭頭の固定 

写真2.3 短周期モデルの作成手順 
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図2.4 実験模型およびセンサー配置 (長周期モデル) 
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図2.5 実験モデル (長周期モデル) 
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(a) 杭の設置 (b) 飽和砂層の作成 

(c) 基礎部の設置 (d) 乾燥砂層の作成 

(e) 基礎部 (f) 台座架台の設置 

(g) 基礎部の加速度計の設置 (h) 台座の設置 

写真2.4 長周期モデルの作成手順 
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(i) ローラーの設置 (j) パネルの設置 

(k) ゴムの設置 (l) 上部構造物の設置 

(m) パネルの設置 (n) 上部構造物の加速度計の設置 

(o) 地盤および構造物模型 (p) レーザー変位系の設置 

写真2.4 長周期モデルの作成手順 
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c) 基礎部平面図および杭配置 

図2.6 杭のゲージ配置 
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表2.4 豊浦標準砂の物理的性質 

図2.7 本実験で想定した地盤および構造物の概要 

乾燥砂層 

飽和砂層 

非液状化層 

基盤 

本実験におけるモデル化 

上部構造物 

杭 

基礎部 

土粒子密度(g/cm3) 平均粒径(mm) 最大密度(g/cm3) 最小密度(g/cm3) 最大間隙比 最小間隙比

2.64 0.21 1.638 1.338 0.97 0.61
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図2.9 入力加速度のフーリエスペクトル 
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2.3 入力波 

 本実験では、地盤変位を大きくするため、液状化地盤の固有周期(3.0s)付近の成分が卓越する

Hachinohe 1968 NSを入力波に用いた。これは、1968年に発生した十勝沖地震の際、八戸港において

観測された地震動記録である。入力加速度の時刻歴を図2.8に、入力加速度のフーリエスペクトルを

図2.9に示す。入力波の最大加速度は300cm/s2程度(実大スケール)に調節した。 
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側面摩擦力 Pfs 

杭頭せん 
断力 Qhead 

杭先端 
せん断力 Qtip 

土圧(右側) PR 土圧(左側) PL 

水平地盤 
反力 p 

図2.10 基礎部および杭に作用する力 (模式図) 

2.4 土圧合力, 側面摩擦力および水平地盤反力の評価 

 地震時に基礎部および杭に作用する力の模式図を図2.10に示す。基礎部に作用する土圧摩擦合力

Pt(土圧合力と側面摩擦力の和)を次式2.3)で求めた。 

 

  Pt = PR－PL + Pfs                (2.1) 

 

基礎部右側の土圧PR, 基礎部左側の土圧PLおよび側面摩擦力Pfsは、基礎部に取り付けたロードセル

で計測した。杭には、水平地盤反力pが作用する。杭に作用する水平地盤反力の総和を総地盤反力
2.4)ptとして、次式で算定した。 

 

  pt = Qtip－Qhead                 (2.2) 

 

杭先端せん断力Qtipと杭頭せん断力Qheadは、杭頭および杭先端における2レベルのモーメントの差

分によって評価した。 
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第３章 短周期構造物の杭応力 

3.1 地盤の相対密度30%における実験結果 

3.2 地盤の相対密度80%における実験結果 

3.3 地盤の相対密度と杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

3.4 第3章のまとめ 
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3.1 地盤の相対密度30%における実験結果 

 

3.1.1 構造物, 杭および地盤の応答 

 本章では、液状化地盤における杭剛性および地盤の相対密度が短周期構造物の杭応力に及ぼす

影響を検討する。まず、地盤の相対密度Dr=30%の実験における杭剛性が杭応力に及ぼす影響を

検討するため、SA30（短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%）およびSB30（短周期モデル, 低剛性

杭, Dr=30%）の比較を行う。SA30およびSB30における過剰間隙水圧比、上部構造物加速度、基

礎部加速度、地表面加速度、入力加速度および基礎部と地盤の変位の時刻歴を図3.1, 3.2に示す。

基礎部変位および地盤変位は、振動台に対する相対変位である。基礎部変位および地盤変位は、

加速度の2階積分で求めた。地盤変位は地表面とGL-1.96mの左右4つの位置における変位の平均で

ある。なお、両ケースとも地表面とGL-1.96mの変位振幅はほぼ同程度であった。両ケースとも、

加振開始後16秒付近から間隙水圧が上昇し、20秒付近で液状化した。また、両ケースとも、地盤

の液状化に伴って、地表面加速度、基礎部加速度、上部構造物加速度が長周期化している。SB30

の上部構造物加速度および基礎部加速度の振幅は、SA30のそれと同程度である。両ケースとも、

基礎部および地盤変位は間隙水圧の上昇に伴って急激に大きくなる。SA30の基礎部変位は地盤変

位より小さい。これに対し、SB30の基礎部変位は地盤変位と同程度である。 

 SA30およびSB30の構造物慣性力、土圧摩擦合力、杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せ

ん断力の時刻歴を図3.3, 3.4に示す。構造物慣性力は、上部構造物慣性力と基礎部慣性力の和であ

る。杭剛性の高いSA30の構造物慣性力の最大値は460kN、杭剛性の低いSB30の構造物慣性力の最

大値は425kNである。SA30の構造物慣性力の最大値は、SB30のそれより若干大きい。両ケースと

も、間隙水圧が上昇し始める16秒付近から、土圧摩擦合力、杭頭せん断力および杭先端せん断力

が急激に大きくなる。SB30の土圧摩擦合力は、SA30のそれより小さい。SB30の杭頭および杭先

端せん断力は、SA30のそれらより小さい。 

 杭剛性の低いSB30の土圧摩擦合力が、杭剛性の高いSA30のそれより小さくなった要因を検討

するため、SA30およびSB30における地盤と基礎部の相対変位の時刻歴を図3.5に示す。杭剛性の

低いSB30の地盤と基礎部の相対変位は、杭剛性の高いSA30のそれより小さい。これは、杭剛性

が低いほど、基礎部が地盤に追従して変位する傾向が強いためと考えられる。そのため、SB30の

土圧摩擦合力は、SA30のそれより小さくなったと考えられる。 
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図3.1 上部構造物、基礎部および地盤の応答 (SA30, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 
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図3.2 上部構造物、基礎部および地盤の応答 (SB30, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 
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3.1.2 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相 

 杭剛性の低いSB30の杭頭せん断力が、杭剛性の高いSA30のそれより小さくなった要因を検討

するため、SA30およびSB30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係を図3.6に示す。図

の第1, 3象限は上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が同位相、第2, 4象限は上部構造物慣性力と土圧

摩擦合力が逆位相となることを表している。杭剛性の高いSA30では、上部構造物慣性力と土圧摩

擦合力が概ね同位相である。すなわち、杭頭せん断力は上部構造物と土圧摩擦合力の和となる。

一方、杭剛性の低いSB30では、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相が概ね90度ずれており、

上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は同時にピークとならない。そのため、SB30の杭頭せん断力

は、SA30のそれより小さくなったと考えられる。 

 田村ら3.1), 3.2)は、大型せん断土槽および遠心載荷実験を行い、上部構造物慣性力と土圧摩擦合

力の位相の推定法を検討している。この手法は、次の6つの前提条件からなる。 

1) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より十分短い場合、地盤変位と上部構造物慣性力は

同位相となる。 

2) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より十分長い場合、地盤変位と上部構造物慣性力は

逆位相となる。 

3) 地盤変位と基礎部変位は同位相とする。 

4) 地盤変位が基礎部変位より小さい場合、地盤変位と土圧合力は逆位相となる。 

5) 地盤変位が基礎部変位より大きい場合、地盤変位と土圧合力は同位相となる。 

6) 土圧合力と側面摩擦力は同位相である。 

以上の前提条件から、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相は、上部構造物の固有周期(Tb)、

地盤の卓越周期(Tg)、地盤変位(ΔS)および基礎部変位(ΔB)から、図3.7に示す4タイプに分類で

きる。 

(a) Tb < Tg かつΔS > ΔB の場合、地盤変位と上部構造物慣性力は同位相、地盤変位と土圧摩擦合

力は同位相である。したがって、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は同位相となる。 

(b) Tb > Tg かつΔS > ΔB の場合、地盤変位と上部構造物慣性力は逆位相、地盤変位と土圧摩擦合

力は同位相である。したがって、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相となる。 

(c) Tb < Tg かつΔS < ΔB の場合、地盤変位と上部構造物慣性力は同位相、地盤変位と土圧摩擦合

力は逆位相である。したがって、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相となる。 

(d) Tb > Tg かつΔS < ΔB の場合、地盤変位と上部構造物慣性力は逆位相、地盤変位と土圧摩擦合

力は逆位相である。したがって、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は同位相となる。 

 杭剛性の高いSA30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が同位相となった要因を検討する

ため、SA30における上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数を図3.8に、20-50sにおける地表

面加速度のフーリエスペクトルを図3.9に示す。また、SA30における基礎部変位と地表面変位の

関係を図3.10に示す。上部構造物の固有周期は0.3s、地表面加速度の卓越周期は3.0sであり、上部

構造物の固有周期は地盤の卓越周期より短い。また、基礎部変位は地盤変位より小さい。した
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がって、SA30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相は、図3.7(a)に対応し、上部構造

物慣性力と土圧摩擦合力は同位相となったと考えられる。 

 杭剛性の低いSB30における上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数を図3.11に、20-50sに

おける地表面加速度のフーリエスペクトルを図3.12に示す。また、SB30における基礎部変位と地

表面変位の関係を図3.13に示す。上部構造物の固有周期は0.3s、地表面加速度の卓越周期は3.0sで

あり、上部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より短い。また、基礎部変位は地盤変位と同程度

である。 

 SA30およびSB30における地盤と基礎部の相対変位と土圧摩擦合力の関係を図3.14に、地盤と基

礎部の相対変位と地盤変位の関係を図3.15に示す。SA30、SB30とも、地盤と基礎部の相対変位の

増大に伴って土圧摩擦合力が大きくなる。杭剛性の高いSA30では、地盤と基礎部の相対変位と地

盤変位は同位相である。上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、上部構造物慣性力が

地盤変位と同位相となるため、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は同位相となったと考えられ

る。これに対し、杭剛性の低いSB30では、地盤と基礎部の相対変位と地盤変位の位相が概ね90度

ずれている。上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、上部構造物慣性力と地盤変位が

同位相となるため、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相が概ね90度ずれたと考えられる。 

 

 

a) SA30 (短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 
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b) SB30 (短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 

図3.6 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係 (20-50s) 
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図3.7 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相3.2) 
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基礎部加速度の伝達関数 
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フーリエスペクトル (20-50s) 
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図3.10 基礎部変位と地表面変位の関係 
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3.1.3.杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

 SA30(短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)における杭先端せん断力最大時付近の構造物慣性力、

土圧摩擦合力、総地盤反力および杭先端せん断力の時刻歴を図3.16に、SB30(短周期モデル, 低剛

性杭, Dr=30%)のそれを図3.17に示す。SA30において、土圧摩擦合力および総地盤反力がピークと

なる時間は、杭先端せん断力がピークとなる時間に概ね対応している。一方、SB30の総地盤反力が

ピークとなる時間は、杭先端せん断力がピークとなる時間に概ね対応しているが、土圧摩擦合力が

ピークとなる時間は、杭先端せん断力がピークとなる時間と対応していない。 

 さらに検討するため、SA30(短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)およびSB30(短周期モデル, 高

剛性杭, Dr=30%)の土圧摩擦合力と総地盤反力の関係を図3.18に示す。SA30では土圧摩擦合力と

総地盤反力が同位相であり、ほぼ同時にピークとなる。一方、SB30では、土圧摩擦合力と総地盤反

力の間に概ね90°の位相差が生じており、総地盤反力がピークとなるとき、土圧摩擦合力は極めて

小さくなる。 

 杭剛性の高いSA30における土圧摩擦合力と総地盤反力が同位相となった要因を検討するため、

SA30における地盤変位、基礎部変位、地盤と基礎部の相対変位を図3.19に、GL-4.16mにおける地

盤変位、杭変位および地盤と杭の相対変位を図3.20に示す。基礎部変位は地盤変位より小さく、

地盤と基礎部の相対変位は、地盤変位と概ね同位相である。また、杭変位は地盤変位より小さ

く、地盤と杭の相対変位は、地盤変位と概ね同位相である。地盤と基礎部の相対変位と、地盤と

杭の相対変位は同位相である。このため、SA30の土圧摩擦合力と総地盤反力が同位相となったと

考えられる。 

 杭剛性の低いSB30における土圧摩擦合力と総地盤反力の間に位相差が生じた要因を検討するた

め、SB30における地盤変位、基礎部変位、地盤と基礎部の相対変位を図3.21に、GL-4.16mにおけ

る地盤変位、杭変位および地盤と杭の相対変位を図3.22に示す。基礎部変位は地盤変位と同程度

である。基礎部と地盤の相対変位は、地盤変位がピークとなる時に小さく、地盤変位がゼロとな

る時にピークとなる。すなわち、地盤と基礎部の相対変位と地盤変位の間に、概ね90°の位相差

が生じている。一方、杭変位は地盤変位より小さく、地盤と杭の相対変位は、地盤変位と概ね同

位相である。地盤と基礎部の相対変位と、地盤と杭の相対変位の間に、概ね90°の位相差が生じ

ている。このため、SB30の土圧摩擦合力と杭に作用する総地盤反力の間に、概ね90°の位相差が

生じたと考えられる。 
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図3.18 土圧摩擦合力と総地盤反力の関係 
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図3.19 基礎部と地盤の変位および相対変位 (SA30) 
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図3.22 GL-4.16mにおける杭と地盤の変位および相対変位 (SB30) 
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図3.21 基礎部と地盤の変位および相対変位 (SB30) 
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 SA30およびSB30における杭先端せん断力最大時の構造物慣性力、土圧摩擦合力、総地盤反力

および杭先端せん断力を図3.23に、杭先端せん断力最大時の地盤、杭、基礎部および上部構造物

の変位の深度分布を図3.24に示す。杭変位は、杭のひずみを多項式で近似し、杭先端の境界条件

を固定として深さ方向に2階積分して求めた。杭先端せん断力は、構造物慣性力、土圧摩擦合力

および総地盤反力の和である。杭剛性の低いSB30の構造物慣性力は、杭剛性の高いSA30のそれ

と同程度である。これに対し、SB30の土圧摩擦合力および総地盤反力は、SA30のそれより小さ

い。杭剛性の低いSB30の杭先端せん断力は、杭剛性の高いSA30のそれより小さい。SA30、SB30

とも、構造物慣性力は地盤変位と同位相で作用している。また、SA30、SB30とも、杭変位は地

盤変位より小さい。そのため、総地盤反力は杭に外力として作用している。杭剛性の高いSA30で

は、基礎部変位は地盤変位より小さく、土圧摩擦合力は杭に外力として作用している。これに対

し、杭剛性の低いSB30では、基礎部変位は地盤変位と同程度である。これは、杭剛性が低いほ

ど、基礎部が地盤に追従して変位する傾向が強いためと考えられる。さらに、前述のように、基

礎部変位が地盤変位と同程度となる場合、土圧摩擦合力と総地盤反力の間に位相差が生じるた

め、総地盤反力がピークとなるとき、土圧摩擦合力はピークとならない。そのため、杭剛性の低

いSB30の土圧摩擦合力は、杭剛性の高いSA30のそれより小さい。このため、杭剛性の低いSB30

の杭先端せん断力は、杭剛性の高いSA30のそれより小さくなったと考えられる。 
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3.2 地盤の相対密度80%における実験結果 

 

3.2.1 構造物, 杭および地盤の応答 

 本節では、地盤の相対密度Dr=80%における短周期モデルの実験結果を比較し、杭剛性が杭応

力に及ぼす影響を検討する。SA80（短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%）およびSB80（短周期モ

デル, 低剛性杭, Dr=80%）における過剰間隙水圧比、上部構造物加速度、基礎部加速度、地表

面加速度、入力加速度および基礎部と地盤の変位の時刻歴を図3.25, 3.26に示す。両ケースとも、

加振開始後18秒付近から間隙水圧が上昇し、22秒付近で過剰間隙水圧比は0.9程度となり、36秒付

近において過剰間隙水圧比が概ね1に達している。地盤の相対密度の低いSA30、SB30では、地盤

の液状化に伴って、地表面加速度、基礎部加速度および上部構造物加速度が長周期化していたの

に対し、地盤の相対密度の高いSA80、SB80では、間隙水圧の上昇に伴う地表面加速度、基礎部

加速度および上部構造物加速度の顕著な長周期化は認められない。SB80の上部構造物加速度およ

び基礎部加速度の振幅は、SA80のそれと同程度である。地盤の相対密度30%のケースでは、杭剛

性の高いSA30の基礎部変位は地盤変位より小さく(図3.1)、杭剛性の低いSB30の基礎部変位は地

盤変位と同程度であった(図3.2)のに対し、地盤の相対密度80%のケースでは、杭剛性の高い

SA80、杭剛性の低いSB80とも、基礎部変位は地盤変位より大きい。 

 SA80およびSB80の構造物慣性力、土圧摩擦合力、杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せ

ん断力の時刻歴を図3.27, 3.28に示す。SA80の構造物慣性力の最大値は770kN、SB80のそれは

711kNである。SA80の構造物慣性力の最大値は、SB80のそれより若干大きい。また、地盤の相対

密度の高いSA80、SB80の構造物慣性力は、地盤の相対密度の低いSA30、SB30の構造物慣性力

(図3.3, 3.4)の1.7倍程度である。SA80の土圧摩擦合力の振幅は、SB80のそれと同程度である。杭

剛性の低いSB80の杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せん断力は、杭剛性の高いSA80より

小さい。また、地盤の相対密度の高いSA80, SB80における杭頭および杭先端せん断力は、地盤の

相対密度の低いSA30, SB30のそれ(図3.3, 3.4)より小さい。 

 杭剛性の低いSB80の土圧摩擦合力が、杭剛性の高いSA80のそれと同程度となった要因を検討

するため、SA80およびSB80における地盤と基礎部の相対変位の時刻歴を図3.29に示す。SB80の

地盤と基礎部の相対変位は、SA80のそれと同程度である。そのため、SB80の土圧摩擦合力は、

SA80のそれと同程度となったと考えられる。 
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図3.25 上部構造物、基礎部および地盤の応答 (SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 
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図3.26 上部構造物、基礎部および地盤の応答 (SB80, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%) 
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図3.27 構造物慣性力、土圧摩擦合力、杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せん断力 
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図3.28 構造物慣性力、土圧摩擦合力、杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せん断力 
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3.2.2 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相 

 地盤の相対密度の高いSA80, SB80の杭頭せん断力が、地盤の相対密度の低いSA30, SB30のそれ

より小さくなった要因を検討するため、SA80およびSB80における上部構造物慣性力と土圧摩擦

合力の関係を図3.30に示す。両ケースとも、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相である。

すなわち、上部構造物慣性力に対して、土圧摩擦合力が反力として作用している。杭頭せん断力

は上部構造物と土圧摩擦合力の差となり、小さくなる。そのため、SA80, SB80の杭頭せん断力

は、SA30, SB30のそれより小さくなったと考えられる。 

 SA80およびSB80の上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相となった要因を検討するため、

SA80における上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数を図3.31に、20-50sにおける地表面加

速度のフーリエスペクトルを図3.32に示す。また、SA80における基礎部変位および地表面変位の

関係を図3.33に示す。上部構造物の固有周期は0.3s、地表面加速度の卓越周期は1s程度であり、上

部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より短い。また、基礎部変位は地盤変位より大きい。した

がって、SA80における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相は、図3.7(c)に対応し、逆位相と

なったと考えられる。 

 SB80の上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相となった要因を検討するため、SB80におけ

る上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数を図3.34に、20-50sにおける地表面加速度のフー

リエスペクトルを図3.35に示す。また、SB80における基礎部変位および地表面変位の関係を図

3.36に示す。SA80と同様に上部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より短い。また、基礎部変位

は地盤変位より大きい。したがって、SB80における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相は、

図3.7(c)に対応し、逆位相となったと考えられる。 

 

3.2.3 杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

 SA80（短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%）および SB80（短周期モデル, 低剛性杭, 

Dr=80%）における杭先端せん断力最大時の構造物慣性力、土圧摩擦合力、総地盤反力および杭

先端せん断力を図3.37に、杭先端せん断力最大時の地盤、杭、基礎部および上部構造物の変位の

深度分布を図3.38に示す。杭剛性の低いSB80の杭先端せん断力は、杭剛性の高いSA80のそれより

小さい。SA80、SB80とも、構造物慣性力は地盤変位と同位相で作用している。SA80、SB80と

も、基礎部変位は地盤変位より大きい。そのため、土圧摩擦合力は反力として作用している。ま

た、SA80、SB80とも、杭変位は地盤変位より小さい。そのため、総地盤反力は杭に外力として

作用している。杭剛性の低いSB80の総地盤反力は、杭剛性の高いSA80のそれより小さい。その

ため、SB80の杭先端せん断力は、SA80のそれより小さくなったと考えられる。 
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図3.30 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係 (20-50s) 
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図3.31 上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数 

(SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 
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図3.32 SA80の地表面加速度のフーリエスペクトル (20-

50s)(SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 
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図3.34 上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数 

(SB80, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%) 
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図3.33 基礎部変位と地表面変位の関係 

(SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 
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図3.36 基礎部変位と地表面変位の関係 

(SB80, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%) 
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図3.38 杭先端せん断力最大時の変位の深度分布（SA80, SB80） 
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図3.37 杭先端せん断力最大時の構造物慣性力, 土圧摩擦合力, 
 総地盤反力および杭先端せん断力(SA80, SB80) 
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3.3 地盤の相対密度と杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

 地盤の相対密度および杭剛性が杭応力に及ぼす影響を検討するため、SA30（短周期モデル, 高

剛性杭, Dr=30%）、SB30（短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%）、SA80（短周期モデル, 高剛

性杭, Dr=80%）およびSB80（短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%）の4ケースを比較する。杭せ

ん断力の深度分布を図3.39に示す。杭せん断力は、杭に設置したひずみゲージから求めた曲げ

モーメントを多項式で近似し、これを深さ方向に微分して求めた。SA30, SB30では、杭頭から杭

先端に向かって杭のせん断力が大きくなっている。SA80では、杭頭から杭中央部まで杭のせん断

力は同程度であり、杭中央部より深部でせん断力が大きくなる。SB80では、杭頭から杭中央部に

向かって杭のせん断力が小さくなり、杭中央部から杭先端に向かってせん断力が大きくなる。 

 杭先端せん断力最大時における水平地盤反力の深度分布を図3.40に示す。地盤の相対密度の低

いSA30, SB30では、水平地盤反力が全ての深度で同位相で作用している。SA80では、杭上部の水

平地盤反力は極めて小さく、杭下部の水平地盤反力は杭先端に向かって大きくなる。SB80では、

杭上部の水平地盤反力と杭下部の水平地盤反力が逆位相で作用している。 

 さらに検討するため、GL-1.96mとGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係を図3.41に示す。SA30, 

SB30では、杭上部と杭下部の水平地盤反力は同位相である。SA80では、GL-1.96mにおける水平

地盤反力は小さく、杭上部と杭下部の水平地盤反力の位相は不明瞭である。SB80では、杭上部と

杭下部の水平地盤反力は逆位相である。そのため、SB80の総地盤反力は、SA80のそれより小さ

くなったと考えられる。 

 SA30およびSB30のGL-1.96m, GL-4.16m, GL-6.56mにおける杭と地盤変位の関係を図3.42に、

SA80およびSB80のそれを図3.43に示す。地盤の相対密度の低いSA30およびSB30では、全深度で

杭変位は地盤変位より小さい。地盤の相対密度が高く、杭剛性の高いSA80では、GL-1.96mの杭

変位は、地盤変位と同程度であり、GL-4.16m, GL-6.56mにおける杭変位は地盤変位より小さい。

地盤の相対密度が高く、杭剛性の低いSB80では、GL-1.96mにおける杭変位は地盤変位より大き

く、GL-4.16mおよびGL-6.56mにおける杭変位は地盤変位より小さい。そのため、SB80では、杭

上部と杭下部の水平地盤反力が逆位相となったと考えられる。 

   

 SA30(短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地

盤反力の関係を図4.44に、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係を図4.45に示

す。時間は、液状化進行過程(15s-20s)と液状化後(20s-50s)について示している。上部構造物慣性

力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係は、液状化進行過程、液状化後とも同位相である。ま

た、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係も、液状化進行過程、液状化後と

も同位相である。 

 SB30(短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%)における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地

盤反力の関係を図4.46に、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係を図4.47に示

す。液状化進行過程における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係は概ね逆
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位相であるのに対し、液状化後は同位相となる。上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤

反力の関係は、液状化進行過程、液状化後とも同位相である。 

 SA80(短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%)における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地

盤反力の関係を図4.48に、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係を図4.49に示

す。液状化進行過程における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係は逆位相

であるのに対し、液状化後は位相が不明瞭となる。上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地

盤反力の関係は、液状化進行過程、液状化後とも同位相である。 

 SB80(短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%)における上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地

盤反力の関係を図4.50に、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係を図4.51に示

す。液状化進行過程、液状化後とも、上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係

は逆位相である。これに対し、上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係は、液

状化進行過程、液状化後とも同位相である。 

 このように、上部構造物慣性力と杭上部の水平地盤反力の位相は、杭剛性と地盤の相対密度に

よって異なる。これに対し、杭剛性や地盤の相対密度によらず、上部構造物慣性力と杭下部の水

平地盤反力は、液状化進行過程、液状化後とも同位相となる。 

 以上から、地盤の相対密度が低く、杭剛性が高い場合、基礎部変位は地盤変位より小さく、基礎

根入れ部に作用する土圧摩擦合力は、構造物慣性力と同位相となり、杭頭せん断力は大きくなっ

た。地盤の相対密度が低く、杭剛性が低い場合、基礎部変位は地盤変位と同程度となり、土圧摩擦

合力と構造物慣性力の位相は概ね90度ずれ、杭剛性が高い場合より杭頭せん断力は小さくなった。

地盤の相対密度が高い場合、高剛性杭および低剛性杭の基礎部変位は地盤変位より大きくなり、構

造物慣性力は土圧摩擦合力と逆位相となり、杭頭せん断力は小さくなった。地盤の相対密度が高

く、杭剛性が低い場合、杭上部の変位は地盤変位より大きく、杭下部の変位は地盤変位より小さく、

杭上部と杭下部の水平地盤反力は逆位相となり、杭先端せん断力は小さくなった。これから、短周

期構造物における上部構造物慣性力、土圧摩擦合力および水平地盤反力の位相は、基礎部、杭およ

び地盤の変位の大小関係を用いて、以下のように分類できる。 

1) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より小さい場合、上

部構造物慣性力、土圧摩擦合力および総地盤反力は同位相となる。 

2) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位と同程度の場合、上

部構造物慣性力と総地盤反力が同位相で、それらと土圧摩擦合力の間に位相差が生じる。 

3) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より大きい場合、構

造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相となる。杭変位が地盤変位より小さくなる深度の水平地

盤反力は、構造物慣性力と同位相となり、杭変位が地盤変位より大きくなる深度の水平地盤反

力は、構造物慣性力と逆位相となる。 
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図3.39 杭のせん断力の深度分布（杭先端せん断力最大時） 
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図3.41 GL-1.96mとGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係（15-40s） 
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図4.45 上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係 (SA30, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 

c) GL-5.5m 
t=15-20s 

a) GL-1.96m 
t=15-20s 

d) GL-5.5m 
t=20-50s 

b) GL-1.96m 
t=20-50s 

図4.44 上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係 (SA30, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 



－63－ 

 

-60

-40

-20

0

20

40

60

-600 -400 -200 0 200 400 600

水
平
地
盤
反
力
 (
kN
)

上部構造物慣性力 (kN)

-60

-40

-20

0

20

40

60

-600 -400 -200 0 200 400 600

水
平
地
盤
反
力
 (
kN
)

上部構造物慣性力 (kN)

-60

-40

-20

0

20

40

60

-600 -400 -200 0 200 400 600

水
平
地
盤
反
力
 (
kN
)

上部構造物慣性力 (kN)

-60

-40

-20

0

20

40

60

-600 -400 -200 0 200 400 600

水
平
地
盤
反
力
 (
kN
)

上部構造物慣性力 (kN)

c) GL-5.5m 
t=15-20s 

a) GL-1.96m 
t=15-20s 

d) GL-5.5m 
t=20-50s 

b) GL-1.96m 
t=20-50s 

図4.47 上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係 (SB30, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 

図4.46 上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係 (SB30, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 
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図4.49 上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係 (SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 

図4.48 上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係 (SA80, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=80%) 
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図4.51 上部構造物慣性力とGL-5.5mにおける水平地盤反力の関係 (SB80, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%) 

図4.50 上部構造物慣性力とGL-1.96mにおける水平地盤反力の関係 (SB80, 短周期モデル, 低剛性杭, Dr=80%) 
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3.4 まとめ 

 液状化地盤における短周期構造物の杭剛性および地盤の相対密度が杭応力に及ぼす影響を検討

するため、遠心載荷実験を行った。得られた知見を以下に示す。 

1) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より小さい場合、上

部構造物慣性力、土圧摩擦合力および総地盤反力は同位相となる。 

2) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位と同程度の場合、上

部構造物慣性力と総地盤反力が同位相で、それらと土圧摩擦合力の間に位相差が生じる。 

3) 上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より大きい場合、構

造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相となる。杭変位が地盤変位より小さくなる深度の水平地

盤反力は、構造物慣性力と同位相となり、杭変位が地盤変位より大きくなる深度の水平地盤反

力は、構造物慣性力と逆位相となる。 
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第４章 免震構造物の応答と杭応力 

4.1 実験結果 

4.2 土圧摩擦合力および構造物慣性力 

4.3 杭剛性が土圧摩擦合力と水平地盤反力に及ぼす影響 

4.4 杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

4.5 杭剛性と上部構造物の応答 

4.6 第４章のまとめ 
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4.1 実験結果 

 本章では、杭剛性が液状化地盤における免震構造物の杭応力および構造物の応答に及ぼす影響

を検討するため、LA30(長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)およびLB30(長周期モデル, 低剛性杭, 

Dr=30%)の実験結果を比較する。LA30およびLB30における過剰間隙水圧比、上部構造物加速度、

基礎部加速度、地表面加速度、入力加速度、基礎部変位および地盤変位の時刻歴を図4.1, 4.2に示す。

基礎部変位および地盤変位は、振動台に対する相対変位である。基礎部変位および地盤変位は、加

速度の2階積分で求めた。地盤変位は地表面とGL-1.96mの左右4つの位置における変位の平均であ

る。両ケースとも地表面とGL-1.96mの変位振幅はほぼ同程度であった。両ケースとも、加振開始後

16秒付近から過剰間隙水圧が上昇し、20秒付近で液状化した。地盤の液状化に伴って地表面加速度

が長周期化する。液状化によって基礎部加速度も長周期化し、その傾向は、杭剛性の高いLA30よ

り、杭剛性の低いLB30の方が顕著である。LA30とLB30の基礎部加速度および地表面加速度の最大

振幅は同程度である。また、間隙水圧が上昇し始める16秒付近から、上部構造物加速度が急激に大

きくなる。杭剛性の高いLA30の上部構造物加速度は、杭剛性の低いLB30のそれより若干小さい。

両ケースとも液状化に伴って地盤および基礎部の変位が急激に大きくなる。両ケースとも、基礎部

変位は地盤変位より小さい。杭剛性の低いLB30の地盤変位および基礎部変位は、杭剛性の高い

LA30のそれより大きい。これは、杭剛性の低いLB30では、基礎部が地盤に追従して変位する傾向

が強いのに対し、杭剛性の高いLA30では、基礎部および杭が地盤変位に抵抗する傾向が強いため

と考えられる。 

 LA30およびLB30における構造物慣性力(上部構造物慣性力と基礎部慣性力の和)、土圧摩擦合

力、杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せん断力の時刻歴を図4.3,4.4に示す。杭頭および杭先

端せん断力は、全ての杭の和である。両ケースとも、構造物慣性力は極めて小さい。土圧摩擦合力、

杭頭せん断力、総地盤反力および杭先端せん断力の振幅は、過剰間隙水圧が上昇し始める16秒以降

急激に大きくなる。LB30の土圧摩擦合力の振幅は、LA30のそれの1/2程度である。一方、LB30の総

地盤反力の振幅は、LA30のそれと同程度である。LB30の杭頭せん断力および杭先端せん断力の振

幅は、LA30のそれらの0.6倍、0.7倍程度である。 
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図4.1 LA30(長周期モデル、高剛性杭、Dr=30%)における上部構造物、基礎部および地盤の応答 
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図4.2 LB30(長周期モデル、低剛性杭、Dr=30%)における上部構造物、基礎部および地盤の応答 
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図4.5 地盤と基礎部の相対変位 

4.2 土圧摩擦合力および構造物慣性力 

 杭剛性の低いLB30の土圧摩擦合力が、杭剛性の高いLA30のそれより小さくなった要因を検討す

るため、LA30およびLB30の地盤と基礎部の相対変位の時刻歴を図4.5に示す。杭剛性の低いLB30に

おける地盤と基礎部の相対変位は、杭剛性の高いLA30のそれより大きい。これは、杭剛性が低い

ほど、基礎部が地盤に追従して変位する傾向が強いためと考えられる。そのため、LB30の土圧摩擦

合力は、LA30のそれより小さくなったと考えられる。 

 LA30およびLB30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係を図4.6に示す。両ケースと

も、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相である。ただし、杭剛性の低いLB30の土圧摩擦合力

は、杭剛性の高いLA30のそれより大きい。そのため、杭剛性の低いLB30の杭頭せん断力は、杭剛

性の高いLA30のそれより小さくなったと考えられる。 

 LA30およびLB30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相となった要因を検討する

ため、上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数を図4.7に、20-50sにおける地表面加速度のフー

リエスペクトルを図4.8に示す。また、LA30およびLB30における基礎部変位および地表面変位の関

係を図4.9に示す。両ケースとも、上部構造物の固有周期は5.0s、地表面加速度の卓越周期は3.0sで

あり、上部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より長い。また、基礎部変位は地盤変位より小さい。

したがって、LA30における上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の位相は、第3章で述べた図3.7(b)に対

応し、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位相となったと考えられる。 

 構造物慣性力が極めて小さくなった要因を検討するため、LA30およびLB30の15秒から40秒にお

ける上部構造物慣性力と基礎部慣性力の時刻歴を図4.10, 4.11に示す。両ケースとも上部構造物慣

性力と基礎部慣性力は逆位相である。これは、構造物の固有周期が地盤の卓越周期より長いためと

考えられる。そのため、両者の和である構造物慣性力が極めて小さくなったと考えられる。 
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図4.6 上部構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係 (20-50s) 
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図4.7 上部構造物加速度と基礎部加速度の伝達関数 

図4.8 地表面加速度のフーリエスペクトル (20-50s) 
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図4.9 基礎部変位と地盤変位の関係 
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図4.11 上部構造物慣性力および基礎部慣性力 (LB30, 長周期, 低剛性杭, Dr=30%) 
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図4.10 上部構造物慣性力および基礎部慣性力 (LA30, 長周期, 高剛性杭, Dr=30%) 
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4.3 杭剛性が土圧摩擦合力と水平地盤反力に及ぼす影響 

 杭剛性が土圧摩擦合力および水平地盤反力に及ぼす影響を検討するため、土圧摩擦合力ピーク

時における地盤と基礎部の相対変位と土圧摩擦合力の関係を図4.12に、GL-2.96mの水平地盤反力

ピーク時における地盤と杭の相対変位と水平地盤反力の関係を図4.13に示す。両ケースとも、地盤

と基礎部の相対変位にほぼ比例して土圧摩擦合力が大きくなる。杭剛性が低いほど、基礎部が地盤

に追従して変位する傾向は強い。そのため、LB30の地盤と基礎部の相対変位はLA30のそれより小

さく、LB30の土圧摩擦合力はLA30のそれより小さい。これに対し、LB30の杭と地盤の相対変位は

LA30のそれより小さいにもかかわらず、LB30の水平地盤反力の振幅はLA30のそれと同程度であ

る。両ケースとも地盤と杭の相対変位が8cm程度以上で水平地盤反力が上限値となる。これから、

水平地盤反力は塑性水平地盤反力に達したと考えられる。そのため、LB30の総地盤反力はLA30の

それと同程度となったと考えられる。 
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図4.13 地盤と杭の相対変位と 

水平地盤反力(ピーク時)の関係 
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図4.12 地盤と基礎部の相対変位と 

土圧摩擦合力(ピーク時)の関係 
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4.4 杭剛性が杭応力に及ぼす影響 

 LA30（長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)における杭先端せん断力最大時付近の構造物慣性力、

土圧摩擦合力、総地盤反力および杭先端せん断力の時刻歴を図4.14に、LB30（長周期モデル, 低剛

性杭, Dr=30%)のそれを図4.15に示す。両ケースとも、構造物慣性力は極めて小さい。LA30におい

て、土圧摩擦合力および総地盤反力がピークとなる時間は、杭先端せん断力がピークとなる時間に

概ね対応している。一方、LB30の総地盤反力がピークとなる時間は、杭先端せん断力がピークとな

る時間に概ね対応しているが、土圧摩擦合力がピークとなる時間は、杭先端せん断力がピークとな

る時間と対応していない。 

 さらに検討するため、LA30およびLB30の土圧摩擦合力と総地盤反力の関係を図4.16に示す。

LA30では土圧摩擦合力と総地盤反力が同位相であり、ほぼ同時にピークとなる。一方、LB30では、

土圧摩擦合力と総地盤反力の間に位相差が生じており、総地盤反力がピークとなるとき、土圧摩擦

合力はピークとならない。 

 杭剛性の高いLA30における土圧摩擦合力と総地盤反力が同位相となった要因を検討するた

め、LA30における地盤変位、基礎部変位、地盤と基礎部の相対変位を図4.17に、GL-4.16mにおけ

る地盤変位、杭変位および地盤と杭の相対変位を図4.18に示す。基礎部変位は地盤変位より小さ

く、地盤と基礎部の相対変位は、地盤変位と概ね同位相である。また、杭変位は地盤変位より小

さく、地盤と杭の相対変位は、地盤変位と概ね同位相である。地盤と基礎部の相対変位と、地盤

と杭の相対変位は同位相である。そのため、LA30の土圧摩擦合力と総地盤反力が同位相となっ

たと考えられる。 

 杭剛性の低いLB30における土圧摩擦合力と総地盤反力の間に位相差が生じた要因を検討するた

め、LB30における地盤変位、基礎部変位、地盤と基礎部の相対変位を図4.19に、GL-4.16mにおけ

る地盤変位、杭変位および地盤と杭の相対変位を図4.20に示す。基礎部変位は地盤変位と同程度

である。基礎部と地盤の相対変位は、地盤変位がピークとなる時に小さく、地盤変位がゼロとな

る時にピークとなる。すなわち、地盤と基礎部の相対変位と地盤変位の間に位相差が生じてい

る。一方、杭変位は地盤変位より小さく、地盤と杭の相対変位は、地盤変位と概ね同位相であ

る。地盤と基礎部の相対変位と、地盤と杭の相対変位の間に位相差が生じている。そのため、

LB30の土圧摩擦合力と杭に作用する総地盤反力の間に位相差が生じたと考えられる。 

 杭剛性の低いLB30の杭先端せん断力が、杭剛性の高いLA30より小さくなった要因を検討するた

め、杭先端せん断力最大時における構造物慣性力、土圧摩擦合力、総地盤反力および杭先端せん断

力を図4.21に示す。杭先端せん断力は、構造物慣性力、土圧摩擦合力および総地盤反力の和である。

杭剛性によらず、構造物慣性力は極めて小さい。LA30とLB30の総地盤反力は同程度である。一方、

LB30の土圧摩擦合力は、LA30のそれの0.3倍程度である。そのため、LB30の杭先端せん断力は、

LA30のそれより小さくなったと考えられる。 

 杭剛性の低いLB30の土圧摩擦合力が、杭剛性の高いLA30のそれより小さく、杭剛性の低いLB30

の総地盤反力が、杭剛性の高いLA30のそれと同程度となった要因を検討するため、杭先端せん断
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力最大時の杭、基礎部および地盤変位の深度分布を図4.22に示す。両ケースとも、杭変位は杭先端

から杭頭に向かって徐々に大きくなる。これに対し、地盤変位はGL-8mからGL-4mにかけて急激に

大きくなり、GL-4m以浅でほぼ一定となる。杭剛性が高いほど基礎部の挙動は基盤の挙動に近づ

き、杭剛性が低いほど基礎部の挙動は地表面の挙動に近づく。そのため、LB30における地盤と基礎

部の相対変位はLA30のそれより小さくなり、LB30の土圧摩擦合力はLA30のそれより小さくなっ

たと考えられる。LB30の杭中央部付近の杭と地盤の相対変位はLA30のそれと同程度であるため、

LB30の総地盤反力はLA30のそれと同程度となったと考えられる。 

 以上から、低剛性杭の杭頭および杭先端せん断力は、高剛性杭のそれらより小さくなった。これ

は、杭剛性によらず構造物慣性力が極めて小さく、低剛性杭の総地盤反力が高剛性杭のそれと同程

度で、低剛性杭の土圧摩擦合力が高剛性杭のそれより小さくなったためである。 
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図4.16 土圧摩擦合力と総地盤反力の関係 
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図4.14 構造物慣性力, 土圧摩擦合力, 総地盤反力および杭先端せん断力 
(LA30 , 長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 
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(LB30 , 長周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 
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図4.18 GL-4.16mにおける杭と地盤の変位および相対変位 (LA30, 長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 

杭変位 

地盤変位 地盤と杭の相対変位 

LA30 (長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 

-40

0

40

-15

0

15

15 20 25 30 35 40

D
is
p
. 
(c
m
)

R
el
at
iv
e
 d
is
p.
 (
cm
)

Time(s) 

図4.17 基礎部と地盤の変位および相対変位 (LA30, 長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%) 
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図4.20 GL-4.16mにおける杭と地盤の変位および相対変位 (LB30, 長周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 
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図4.19 基礎部と地盤の変位および相対変位 (LB30, 長周期モデル, 低剛性杭, Dr=30%) 
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図4.23 基礎部, 地表面および振動台加速度のフーリエスペクトル 
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4.5 杭剛性と上部構造物の応答 

 

4.5.1 杭剛性が基礎部加速度に及ぼす影響 

 杭剛性の高いLA30の上部構造物加速度が、杭剛性の低いLB30のそれより小さくなった(図

4.1,4.2)要因を検討するため、LA30およびLB30の16-50秒における基礎部、地表面および振動台加速

度のフーリエスペクトルを図4.23に示す。周期0.2-1.0s程度の短周期帯域において、杭剛性の高い

LA30の基礎部加速度の振幅は、杭剛性の低いLB30のそれより大きい。これは、杭剛性が高いほど、

基盤面から杭を伝わって基礎部に入力される短周期成分が大きくなるためと考えられる。両ケー

スとも、基礎部加速度の卓越周期は地盤の卓越周期(3秒)と同じである。これから、基礎部の応答

は地盤の応答に強く影響を受けることが分かる。地表面加速度の振幅が大きい2秒から5秒の周期

帯において、杭剛性の高いLA30の基礎部加速度の振幅は、地表面加速度の振幅と入力加速度の振

幅の中間的なものとなっている。一方、その周期帯において、杭剛性の低いLB30の基礎部加速度は

地表面加速度の振幅と同程度である。これは、杭剛性が高いほど基礎部の挙動は基盤の挙動に近づ

き、杭剛性が低いほど基礎部の挙動は地表面の挙動に近づくためと考えられる。そのため、2秒か

ら5秒付近の周期帯において、LA30の基礎部加速度の振幅はLB30のそれより小さくなり、LA30の

上部構造物加速度はLB30のそれより小さくなったと考えられる。このことは、液状化地盤の卓越周

期が免震構造物の固有周期に近い場合、杭剛性が低いほど上部構造物の応答が大きくなることを

示唆している。 
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4.5.2 杭剛性が免震層変位に及ぼす影響 

 液状化地盤における免震構造物では、免震層に過大な変形が生じる可能性がある。その場合、積

層ゴムのせん断歪みが大きくなり、免震構造物の耐震性に悪影響を及ぼす可能性がある。また、免

震層変位が過大になると、基礎部と擁壁のクリアランスが不十分であれば、基礎部が擁壁に衝突す

る可能性もある。そこで本節では、杭剛性が免震層の変位に及ぼす影響を検討する。本実験では、

上部構造物と基礎部の相対変位が免震層変位に対応する。LA30(長周期, 高剛性杭, Dr=30%)およ

びLB30(長周期, 低剛性杭, Dr=30%)における上部構造物と基礎部の相対変位を図4.24に示す。両

ケースとも、間隙水圧が上昇し始める16秒付近から、上部構造物と基礎部の相対変位が急激に大き

くなり、地盤が液状化する20秒付近以降、極めて大きくなる。上部構造物と基礎部の相対変位の最

大値は、杭剛性の高いLA30で31.7cm、杭剛性の低いLB30で40.2cmである。このように、杭剛性の

低いLB30の上部構造物と基礎部の相対変位は、杭剛性の高いLA30のそれより大きい。 

 さらに検討するため、杭剛性が免震層変位に及ぼす影響を、1質点系の時刻歴応答解析で検討す

る。解析モデルおよび免震層の復元力特性の模式図を図4.25に示す。免震層はアイソレータとダン

パーでモデル化する。アイソレータは積層ゴムを想定し、復元力特性を弾性とした。ダンパーは鉛

ダンパーを想定し、復元力特性を完全弾塑性とした4.1)。ダンパーの降伏変位は1cmとし、免震層の

粘性減衰は無視した。前述のように、基礎部の応答は地盤の応答に強く影響を受ける。そこで、上

部構造物慣性力が基礎部の応答に及ぼす影響は小さいと仮定し、実験で得られた基礎部加速度を

入力加速度に用いた。アイソレータの剛性に基づく免震構造物の周期(免震周期)Tf =5.0秒、ダン

パーの降伏せん断力係数αs=0.03における免震層変位の時刻歴を図4.26に示す。両ケースとも16秒

以降から免震層変位が急激に大きくなり、解析結果は実験結果と類似した傾向を示している。杭剛

性の低いLB30の免震層変位の最大値は32.6cm、杭剛性の低いLB30のそれは43.5cmである。このよ

うに、杭剛性の低いLB30の免震層変位は、杭剛性の高いLA30のそれより大きい。これは、LB30の

基礎部加速度に含まれる5秒付近の成分の振幅が、LA30のそれより大きいためと考えられる。 

 さらに検討するため、免震周期およびダンパーの降伏せん断力係数をパラメータとして同様の

解析を行った。免震周期と上部構造物の最大加速度の関係を図4.27に、免震周期と免震層の最大変

位の関係を図4.28に示す。LB30の上部構造物加速度は、同じ免震周期およびαsにおけるLA30のそれ

より大きい。これは、LB30の基礎部加速度に含まれる3秒から5秒付近の成分の振幅が、LA30のそ

れより大きいためと考えられる。両ケースとも、免震周期が地盤の卓越周期(3秒)に近くなると、

上部構造物加速度が大きくなる。この傾向は、杭剛性の低いLB30で顕著である。このことは、免震

周期が地盤の卓越周期に近くなると、高剛性杭に比べ、低剛性杭を用いた免震構造物の応答が大き

くなることを示している。LB30の免震層変位は、同じ免震周期およびαsにおけるLA30のそれより

大きい。LA30、LB30とも、免震周期が地盤の卓越周期(3秒)に近くなると、免震層変位が大きくな

る。この傾向は、杭剛性の低いLB30で顕著である。 

 ここで、解析から得られた免震層変位と実構造物のそれを比較するため、実構造物の積層ゴムの

限界ひずみから算定される限界免震層変位について検討する。免震部材の座屈荷重や水平剛性に
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関係する指標である2次形状係数S2

4.1)は、次式で表される。 

 

              (4.1)  

 

ここで、nはゴムの層数、tRはゴムの1層分の厚さ、Dはゴムの直径である。S2が小さい場合、積層ゴ

ムの大変形時における鉛直荷重支持能力低下などの不安定現象が生じる。そのため、免震構造設計

指針4.1)では、S2を5程度以上とすることが推奨されている。S2=5とし、積層ゴムの直径D=1000mmと

すると、ゴムの総厚ntRは200mmとなる。積層ゴムアイソレータの限界性能に関する研究4.2)におい

て、積層ゴムが線形性を示す安定限界せん断ひずみは250%程度、積層ゴムが破断する限界せん断

ひずみは400%程度であることが報告されている。これから、S2=5、D=1000mmにおける積層ゴムの

安定限界変形は50cm、限界変形は80cmとなる。杭剛性の高いLA30の免震層変位は、免震周期およ

びαsによらず積層ゴムの安定限界より小さい。杭剛性の低いLB30において、免震周期4.5秒および

5.0秒の免震層変位は、αsによらず積層ゴムの安定限界より小さい。免震周期4.0秒では、αs=0.03, 0.04

の免震層変位が積層ゴムの安定限界変形より大きい。免震周期3.5秒の免震層変位は、αsによらず積

層ゴムの安定限界より大きい。特に、αs=0.03の免震層変位は85cmに達し、積層ゴムの限界変形を

上回る。 

 以上から、免震構造物の固有周期が地盤の卓越周期に近くなると、低剛性杭を用いた免震構造物

の免震層変位は、高剛性杭に比べて大きくなることが想定されるので、設計での配慮が必要と考え

られる。 
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4.6 まとめ 

 動的遠心載荷実験を行い、杭剛性が液状化地盤における免震構造物の杭応力に及ぼす影響を検

討した。さらに、実験で計測された基礎部加速度を用いて、免震構造物を模擬した1質点系の時刻

歴応答解析を行い、杭剛性と免震構造物の固有周期が免震層変位に及ぼす影響を検討した。得られ

た知見を以下に示す。 

1) 低剛性杭の杭頭および杭先端せん断力は、高剛性杭のそれらより小さくなった。これは、低剛

性杭の基礎部に作用する土圧摩擦合力が、高剛性杭のそれより小さくなったためである。 

2) 高剛性杭における上部構造物加速度は、低剛性杭のそれより小さくなった。これは、杭剛性が

高いほど基礎部の挙動は基盤の挙動に近づくため、地表面加速度の振幅が大きい2秒から5秒

付近の周期帯において、高剛性杭の基礎部加速度の振幅が低剛性杭のそれより小さくなった

ためと考えられる。 

3) 免震構造物の固有周期が地盤の卓越周期に近くなると、免震層変位は大きくなった。この傾向

は低剛性杭で顕著であった。これから、低剛性杭を用いた免震構造物は、高剛性杭に比べ、免

震層の変位が大きくなることが想定されるので、設計での配慮が必要と考えられる。 
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第５章 短周期構造物と免震構造物の杭応力 
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5.2 土圧摩擦合力を考慮した応答変位法による杭応力の算定 
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5.1 短周期構造物と免震構造物の実験結果の比較 

 本章では、短周期構造物と免震構造物の杭応力を比較するため、SA30, SB30, LA30およびLB30

の実験結果を比較する。高剛性杭(SA30, LA30)の杭先端せん断力最大時における構造物慣性

力、土圧摩擦合力、総地盤反力、杭先端せん断力を図5.1に示す。短周期モデルの構造物慣性力は

長周期モデルのそれより大きい。これに対し、短周期モデルの土圧摩擦合力は長周期モデルのそ

れの0.4倍程度である。短周期モデルの総地盤反力は、長周期モデルのそれの1.3倍程度である。

短周期モデルの杭先端せん断力は、長周期モデルのそれより大きい。 

 低剛性杭(SB30, LB30)の杭先端せん断力最大時における構造物慣性力、土圧摩擦合力、総地

盤反力、杭先端せん断力を図5.2に示す。高剛性杭と同様に、短周期モデルの構造物慣性力は長周

期モデルのそれより大きい。短周期モデルの土圧摩擦合力は長周期モデルのそれの0.4倍程度であ

る。短周期モデルの総地盤反力は、長周期モデルのそれの0.9倍程度である。短周期モデルの杭先

端せん断力は、長周期モデルのそれと同程度である。 

 このように、高剛性杭、低剛性杭とも、短周期モデルの構造物慣性力は長周期モデルのそれよ

り大きくなったのに対し、短周期モデルの土圧摩擦合力は長周期モデルのそれより小さくなっ

た。高剛性杭において、短周期モデルの杭先端せん断力は長周期モデルのそれより大きくなった

のに対し、低剛性杭では、短周期モデルの杭先端せん断力は長周期モデルのそれと同程度となっ

た。 

 杭先端せん断力最大時における上部構造物、基礎部、杭および地盤の変位分布を図5.3に示す。

図中の矢印は上部構造物慣性力および基礎部慣性力を示している。短周期モデル(SA30, SB30)の

上部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より短いため、上部構造物慣性力は地盤変位と同位相と

なり、基礎部変位を増大させる側に作用している。また、上部構造物慣性力と基礎部慣性力は同

位相であり、両者の和である構造物慣性力は大きくなる。これに対し、長周期モデル(LA30, 

LB30)の上部構造物の固有周期は地盤の卓越周期より長いため、上部構造物慣性力は地盤変位と

逆位相となり、基礎部が地盤に追従して変位するのを妨げている。また、上部構造物慣性力と基

礎部慣性力は逆位相であり、構造物慣性力は小さくなる。短周期モデル、長周期モデルとも、高

剛性杭の基礎部変位は、低剛性杭のそれより小さい。これは、杭剛性が高いほど、杭および基礎

部が地盤変位に抵抗する傾向が強いためと考えられる。これらのことから、基礎部変位は、上部

構造物固有周期と地盤の卓越周期の関係、構造物慣性力の大きさおよび杭剛性に影響を受けると

考えられる。基礎部に作用する土圧摩擦合力は、基礎部と地盤の相対変位に影響を受けることか

ら、土圧摩擦合力は、上部構造物固有周期と地盤の卓越周期、構造物慣性力、杭剛性および地盤

変位に影響を受けると考えられる。これをふまえ、次節において、上部構造物固有周期と地盤の

卓越周期、構造物慣性力、杭剛性および地盤変位から、応答変位法を用いて、基礎部に作用する

土圧摩擦合力を考慮した杭応力の算定法について検討する。 
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5.2 土圧摩擦合力を考慮した応答変位法による杭応力の算定 

 

5.2.1 水平地盤反力のモデル化 

 応答変位法を用いて、構造物慣性力が杭応力に及ぼす影響を検討する。本研究では、㈱構造計

画研究所の応答変位法プログラム「k-Pile」5.1)を用いて解析を行った。解析モデルを図5.4に示

す。応答変位法は、弾性支承梁と仮定した杭に杭頭水平力と地盤ばねを介して地盤変位を与える

解法で、基本式5.2)は次式となる。 

 

                          (5.1) 

 

ここで、EIは杭の曲げ剛性、xは深度、yは杭の水平変位、khlは液状化地盤における地盤反力係

数、Bpは杭径、ygは地盤変位を表す。液状化による地盤反力係数の非線形性を考慮するため、建

築基礎構造設計指針5.3)では、液状化地盤における地盤反力係数khl(kN/m3)を次式で表わす。 

 

                          (5.2) 

 

ここで、βは液状化による水平地盤反力係数の低減係数、yrは、cmで無次元化した地盤と杭の相

対変位である。本研究では、β=0.1とした5.4)。kh0は、yr=1における基準水平地盤反力係数(kN/m3)

であり、次式で表わされる。 

 

                          (5.3) 

                          (5.4) 

 

ここで、E0は変形係数(kN/m2)、B0はcmで無次元化した杭径である。NはN値であり、次式5.5)で表

わされる地盤のS波速度VsとN値の関係から逆算して求めた。 

 

                          (5.5) 

 

Vsは次式で求めた。 

 

                          (5.6) 

 

ここで、σv’は鉛直有効応力、Vs0はσv’=1.0(kN/m2)のときの基準S波速度であり、全層の平均S波速

度が次式で表されるVsと等しくなるよう算定した。 
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                          (5.7) 

 

ここで、Hは地盤の層厚である。Tgは地盤の固有周期であり、微小加振時の地表面加速度と振動

台加速度の伝達関数から求めた。算出したVsに基づいて(5.5)式からN値を逆算した。解析に用い

たVsおよびN値の深度分布を図5.5, 5.6に示す。 

 液状化地盤における水平地盤反力pl(kN/m2)は、次式で表わされる。 

 

                        (5.8) 

 

ここで、αは液状化地盤における塑性水平地盤反力係数の低減係数であり、α=βとした。yrは地盤

と杭の相対変位、pyは砂質土地盤の塑性水平地盤反力(kN/m)であり、本研究では次式5.7)で算定し

た。 

 

                        (5.9) 

 

 

                              (5.10) 

 
 

ここで、φは砂の内部摩擦角であり、相対密度30%で34°とした。Bは杭径である。KAはRankine

の主働土圧係数であり、次式で表わされる。 

 

                        (5.11) 

 

本研究では、地盤と杭の相対変位と水平地盤反力の関係をトリリニアで近似してモデル化した。

本研究で用いた地盤と杭の相対変位と水平地盤反力の関係を図5.7に示す。 
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5.2.2 土圧摩擦合力のモデル化 

 基礎根入れ部に作用する土圧摩擦合力を考慮するため、杭頭に基礎部を模擬した剛域を配置

し、これと地盤の間に、土圧摩擦合力を模擬したバネを設置した。基礎根入れ部に作用する土圧

合力PEは、次式で表わされる。 

  

                          (5.12) 

 

ここで、γは砂の単位体積重量、Hは基礎壁面高さ、Bは基礎幅、KEpは受働土圧係数、KEaは主働

土圧係数である。張らの土圧理論5.8), 5.9)では、地盤と基礎の相対変位Δr, 主働状態、受働状態の基

準相対変位Δa, Δpを用いて、次式で表わされる。 

 

                              (5.13) 

 

                              (5.14) 

 

                              (5.15) 

 

                              (5.16) 

 

                              (5.17) 

 

                              (5.18) 

 

                              (5.19) 

 

                              (5.20) 

 

ここで、φは砂の内部摩擦角、iは地震合成角、Rはひずみ拘束係数、δmobは基礎壁面の摩擦角、

δa, δpは主働状態、受働状態の基礎壁面の摩擦角である。相対密度30%の砂の内部摩擦角を34°と

した。δa, δpはφ/2とし、Δa, Δpはそれぞれ基礎根入れ高さの0.5%, 5%とした5.5)。地盤と基礎部の

相対変位と土圧合力の関係を図5.8に示す。 

 基礎根入れ部に作用する側面摩擦力Pfsは、次式で表わされる。 
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ここで、P0は静止土圧、K0は静止土圧係数、γは砂の単位体積重量、Hは基礎高さ、Bは基礎幅、μ

は摩擦係数である。μは次式5.10)で算定した。 

 

                              (5.23) 

 

地盤と基礎部の相対変位Δrと側面摩擦力Pfsの関係は、Δr=0.15cmまで線形とし5.11)、Δr>0.15cmで一

定とした。地盤と基礎部の相対変位と側面摩擦力の関係を図5.9に示す。本研究では、以上のよう

にモデル化した土圧合力と側面摩擦力の和を土圧摩擦合力として、トリリニアでモデル化した。

地盤と基礎部の相対変位と土圧摩擦合力の関係を図5.10に示す。地盤と基礎部の相対変位9cmで

基礎部に作用する土圧が受働土圧に達し、土圧摩擦合力は一定値(145kN)となる。地盤と基礎部

の相対変位と土圧摩擦合力の関係について、解析モデルと実験値（土圧摩擦合力ピーク時）を比

較して図5.11に示す。実験における土圧摩擦合力は絶対値を示している。土圧摩擦合力の実験値

は若干ばらついているが、地盤と基礎部の相対変位の増大に伴って土圧摩擦合力が大きくなり、

全てのケースで同様な傾向を示している。解析モデルは実験値と概ね対応している。 

 

5.2.3  杭頭および杭先端の回転剛性 

 本研究では、杭頭および杭先端の回転剛性を曲げ剛性に換算することとした。地盤のない状態

において杭頭に水平力を加えたとき、杭頭および杭先端に回転バネを考慮した場合の杭頭の変位

δは、次式で表わされる。 

 

                        (5.24) 

 

ここで、Q0は杭頭水平力、Lは杭長、EIは杭の曲げ剛性、θhead, θtipは杭頭および杭先端の回転角

(rad)である。杭頭と杭先端の回転剛性および曲げモーメントが等しいと仮定すると、θheadおよび

θtipは次式となる。 

 

                        (5.25) 

 

ここで、KRは杭頭および杭先端の回転剛性である。Mは杭頭および杭先端の曲げモーメントであ

り、次式で表わされる。 

 

                        (5.26) 

 

(5.24), (5.25), (5.26)式から、杭頭変位は次式となる。 
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                        (5.27) 

 

本研究では、杭頭および杭先端の回転剛性を、杭頭および杭先端の曲げ剛性で考慮する。杭頭お

よび杭先端の回転剛性を考慮する部分の長さをL’とし、これが杭長Lに比べて十分短いとする

と、杭頭変位は次式で表される。 

 

                        (5.28) 

 

ここで、E’I’は杭頭および杭先端の回転剛性を考慮する部分の曲げ剛性である。本解析では、

L’=0.1mとした。(5.27)式と(5.28)式の杭頭変位が等しくなるE’I’は、次式となる。 

 

                                           (5.29) 

 

本研究では、遠心載荷実験終了後に地盤を取り除いて基礎部を水平載荷し、基礎部変位、杭頭と

杭先端の曲げモーメントおよび基礎部に作用する水平力を計測し、杭頭および杭先端の回転剛性

を算出した。高剛性杭における杭頭および杭先端の回転剛性は 1.41×105(kNm/rad)、低剛性杭の

それは 1.65×105(kNm/rad)であった。これらの回転剛性から、(5.29)式を用いて杭頭と杭先端の

回転剛性を曲げ剛性に換算した。換算された杭頭および杭先端の曲げ剛性は、高剛性杭で 1.41×

104(kNm2)、低剛性杭で1.65×104(kNm2)である。 
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図5.10 地盤と基礎部の相対変位と土圧摩擦合力の関係 

図5.9 地盤と基礎部の相対変位と側面摩擦力の関係 

図5.8 地盤と基礎部の相対変位と土圧合力の関係 
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図5.11 地盤と基礎部の相対変位と土圧摩擦合力の関係 
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5.2.4 解析結果 

 実験で得られた構造物慣性力および地表面変位を用い、構造物慣性力および土圧摩擦合力を4本

の杭が均等に分担すると仮定して、杭1本あたりについて解析を行った。実験における加速度計設

置位置の地盤変位をふまえ、地盤の応答変位は地表面からGL-2.96mまで一定とし、GL-2.96m以深

を余弦関数で近似した。 

 杭先端せん断力最大時において、応答変位法を用いて解析した杭および地盤の変位の深度分布

を図5.12に示す。図中には実験における基礎部変位を黒丸で示している。全てのケースにおいて、

応答変位法による杭頭変位は、実験における基礎部変位と概ね対応している。SA30(短周期, 高剛

性杭)、LA30(長周期, 高剛性杭)およびLB30(長周期, 低剛性杭)の基礎部変位の解析値は、地表面変

位より小さい。これに対し、SB30(短周期, 低剛性杭)の基礎部変位の解析値は、地表面変位と同程

度である。杭剛性の高いケース(SA30, LA30)における基礎部変位は、杭剛性の低いケース(SB30, 

LB30)におけるそれより小さい。これは、杭剛性が高いほど、基礎部が地盤変位に抵抗する傾向が

強いためと考えられる。 

 杭先端せん断力最大時における杭の曲げモーメントの実験値と、応答変位法を用いて解析した

曲げモーメントの深度分布を図5.13に示す。全てのケースにおいて、応答変位法を用いた曲げモー

メントは、実験結果と概ね対応している。全てのケースにおいて、杭先端の曲げモーメントは杭頭

のそれより大きい。杭剛性の高いケース(SA30, LA30)における杭頭および杭先端の曲げモーメン

トは、杭剛性の低いケース(SB30, LB30)におけるそれより大きい。 

 杭先端せん断力最大時における杭せん断力の実験値と、応答変位法を用いて解析した杭せん断

力の深度分布を図5.14に示す。SB30, LA30およびLB30の解析結果は概ね実験結果に対応している。

これに対し、SA30の杭頭せん断力の解析値は実験値より大きく、杭先端せん断力の解析値は実験値

より小さい。全てのケースにおいて、杭頭から杭先端に向かって杭せん断力が大きくなる。杭剛性

の高いケース(SA30, LA30)における杭頭せん断力は、杭剛性の低いケース(SB30, LB30)における

それより大きい。また、杭剛性の高いケース(SA30, LA30)における杭先端せん断力は、杭剛性の低

いケース(SB30, LB30)におけるそれより大きい。 

 さらに検討するため、杭先端せん断力の実験値と解析値を図5.15に示す。SB30, LA30およびLB30

の杭先端せん断力の解析値は実験値の0.98倍、0.92倍、0.95倍であり、実験値と概ね対応しているの

に対し、SA30の杭先端せん断力の解析値は実験値の0.73倍であり、実験値より小さい。これは、

SA30において、水平地盤反力を過小評価していることを示唆している。 

 液状化地盤における水平地盤反力の低減係数は、過剰間隙水圧比の影響を受けることが指摘さ

れている5.12), 5.13)。SA30の応答変位法による杭先端せん断力が実験値より小さくなった要因を検討

するため、杭先端せん断力最大時における過剰間隙水圧比の深度分布を図5.16に示す。SB30, LA30

およびLB30の過剰間隙水圧比は全深度で概ね1.0に達し、液状化している。これに対し、SA30では

液状化進行過程において杭先端せん断力が最大となるため、過剰間隙水圧比は全深度で1.0に達し

ていない。そこで、SA30においてβ=0.3として解析した杭せん断力の深度分布を図5.17に示す。杭先
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図5.12 応答変位法による地盤変位および基礎部変位の深度分布 (β=0.1) 
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端せん断力の解析値は実験値の1.0倍であり、実験値と対応している。このことは、応答変位法を用

いて杭応力を評価する際、液状化進行過程においてβ=0.1として解析すると、杭先端せん断力を過小

評価することを示唆している。 
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図5.13 杭先端せん断力最大時における杭曲げモーメントの深度分布 (β=0.1) 
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図5.14 杭先端せん断力最大時における杭せん断力の深度分布 (β=0.1) 
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図5.16 杭先端せん断力最大時における過剰間隙水圧比の深度分布 
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5.2.5 構造物慣性力と杭応力 

 構造物慣性力が杭応力に及ぼす影響を検討するため、前節で検討した応答変位法を用い、高剛

性杭と低剛性杭のそれぞれのケースにおいて、構造物慣性力をパラメータとして解析を行った。

液状化による水平地盤反力係数の低減係数β=0.1とした。全ての解析ケースにおいて、地盤変位は

SA30のものを用いた。回転剛性を模擬した杭頭および杭先端の曲げ剛性は、高剛性杭の値を用い

た。 

 はじめに、短周期構造物を想定し、構造物慣性力を地盤変位と同位相で作用させて解析した。

構造物慣性力は、0kN, 50kN, 100kN, 200kN, 300kN, 400kN, 500kNとした。500kNは、上部構造物お

よび基礎部加速度が1gとなる慣性力に概ね対応している。構造物慣性力と杭頭せん断力の関係を

図5.18に示す。同じ構造物慣性力のケースにおいて、高剛性杭の杭頭せん断力は低剛性杭のそれ

より大きい。高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣性力が大きくなるほど杭頭せん断力は大きくな

る。この傾向は、構造物慣性力が300kN以下の範囲において、高剛性杭の方が顕著である。低剛

性杭において、構造物慣性力が300kNを超えると、構造物慣性力の増大に伴って杭頭せん断力が

急激に大きくなる。 

 構造物慣性力と基礎部変位の関係を図5.19に、構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係を図5.20に

示す。土圧摩擦合力が正となるのは、構造物慣性力が土圧摩擦合力と同位相であり、土圧摩擦合

力が負となるのは、構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相で、土圧摩擦合力が構造物慣性力に対

して反力として作用していることを表わしている。同じ構造物慣性力において、低剛性杭の基礎

部変位は、高剛性杭のそれより大きい。高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣性力が大きくなるほ

ど基礎部変位は大きくなる。その傾向は、低剛性杭で顕著である。構造物慣性力300kN以下の範

囲において、高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣性力の増大に伴って土圧摩擦合力が減少し、そ

の傾向は高剛性杭に比べ低剛性杭で顕著である。そのため、構造物慣性力300kN以下の範囲にお

いて、低剛性杭における構造物慣性力の増大に伴う杭頭せん断力の増大傾向は、高剛性杭のそれ

より小さくなったと考えられる。高剛性杭では、構造物慣性力が300kN以上で基礎部変位が地表

面変位より大きくなり、土圧摩擦合力が構造物慣性力に対する反力として作用している。低剛性

杭では、構造物慣性力100kN以上で基礎部変位が地表面変位より大きくなり、土圧摩擦合力が構

造物慣性力に対する反力として作用している。低剛性杭において、構造物慣性力が300kNを超え

ると、基礎部に作用する土圧が受働土圧に達して土圧摩擦合力が一定となる。そのため、低剛性

杭において、構造物慣性力が300kNを超えると、構造物慣性力の増大に伴って杭頭せん断力が急

激に大きくなったと考えられる。  

 構造物慣性力と杭先端せん断力の関係を図5.21に示す。同じ構造物慣性力のケースにおいて、

高剛性杭の杭先端せん断力は、低剛性杭のそれより大きい。高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣

性力が大きくなるほど、杭先端せん断力は大きくなる。この傾向は、構造物慣性力300kN以下の

範囲において、低剛性杭に比べ高剛性杭で顕著である。これは、高剛性杭における構造物慣性力

の増大に伴う土圧摩擦合力の減少傾向が、低剛性杭のそれより小さいためと考えられる。低剛性
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杭において、構造物慣性力が300kNを超えると、構造物慣性力の増大に伴って杭先端せん断力が

急激に大きくなる。これは、基礎部に作用する土圧が受働土圧に達して一定となったためと考え

られる。 

 次に、免震構造物を想定し、上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より長いとして、上部構

造物慣性力を地盤変位と逆位相で作用させて解析を行った。基礎部慣性力は地盤変位と同位相で

50kNとし、上部構造物慣性力は50kN, 100kN, 200kN, 300kN, 350kNとした。上部構造物慣性力が

350kNのケースは、上部構造物加速度が300cm/s2となる慣性力に概ね対応する。上部構造物慣性

力は基礎部慣性力と逆位相となるため、両者の和である構造物慣性力を0kN, 50kN, 100kN, 200kN, 

300kNとして地盤変位と逆位相で作用させて解析を行った。構造物慣性力と杭頭せん断力の関係

を図5.22に示す。構造物慣性力100kN以下において、高剛性杭の杭頭せん断力は低剛性杭のそれ

より大きい。構造物慣性力の増大に伴って、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せん断力の差は小さくな

り、構造物慣性力200kN以上では、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せん断力は同程度となる。 

 構造物慣性力と基礎部変位の関係を図5.23に、構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係を図5.24に

示す。土圧摩擦合力が正となるのは、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相であることを示

している。高剛性杭、低剛性杭とも、全てのケースで基礎部変位は地表面変位より小さい。その

ため、構造物慣性力によらず土圧摩擦合力は正であり、上部構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆位

相となっている。構造物慣性力0kN, 50kN, 100kNにおいて、高剛性杭の土圧摩擦合力は低剛性杭

のそれより大きい。高剛性杭において、構造物慣性力100kN以上で基礎部に作用する土圧が受働

土圧に達する。低剛性杭において、構造物慣性力200kN以上で土圧が受働土圧に達し、高剛性杭

と低剛性杭の土圧摩擦合力が同程度となる。そのため、構造物慣性力200kN以上のケースにおい

て、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せん断力が同程度となったと考えられる。 

 構造物慣性力と杭先端せん断力の関係を図5.25に示す。高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣性

力の増大に伴って杭先端せん断力は減少する。特に、構造物慣性力300kNにおいて、高剛性杭、

低剛性杭とも、杭先端せん断力は極めて小さい。 

 さらに検討するため、短周期構造物(構造物慣性力100kN, 300kN, 500kN)および免震構造物(構

造物慣性力100kN, 300kN)の杭せん断力の深度分布を図5.26, 5.27に示す。短周期構造物におい

て、高剛性杭、低剛性杭とも、構造物慣性力の増大に伴って杭せん断力が大きくなる。高剛性杭

の杭頭および杭先端せん断力は、低剛性杭のそれより大きい。免震構造物の構造物慣性力100kN

において、高剛性杭、低剛性杭とも、杭せん断力は杭先端で最大となり、高剛性杭の杭先端せん

断力は低剛性杭のそれより大きい。これに対し、構造物慣性力300kNにおいて、高剛性杭、低剛

性杭とも、杭せん断力は杭頭で最大となり、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せん断力は同程度であ

る。 

 以上から、短周期構造物では、構造物慣性力が同じケースの高剛性杭の杭頭および杭先端せん

断力は、低剛性杭のそれより大きくなる。これに対し、免震構造物では、構造物慣性力が大きく

なると、杭せん断力は杭頭で最大となり、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せん断力は同程度となる。



－111－ 

 

図5.21 構造物慣性力と杭先端せん断力の関係 

図5.18 構造物慣性力と杭頭せん断力の関係 
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図5.20 構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係 
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図5.19 構造物慣性力と基礎部変位の関係 
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第4章で検討したように、免震構造物に低剛性杭を用いると免震層の変位が大きくなることを考

慮すると、液状化地盤において免震構造物の構造物慣性力が大きくなる場合には、高剛性杭が適

していると考えられる。 
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図5.25 構造物慣性力と杭先端せん断力の関係 

図5.22 構造物慣性力と杭頭せん断力の関係 
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図5.24 構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係 
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図5.23 構造物慣性力と基礎部変位の関係 
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図5.27 杭せん断力の深度分布 (免震構造物) 

図5.26 杭せん断力の深度分布 (短周期構造物) 
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5.3 まとめ 

 上部構造物の固有周期および杭剛性が杭応力に及ぼす影響を検討するため、短周期モデルと長

周期モデルの実験結果の比較を行った。また、応答変位法を用いて、構造物慣性力が杭応力に及ぼ

す影響を検討した。得られた知見を以下に示す。 

1) 短周期構造物において、構造物慣性力の増大に伴って杭先端せん断力が大きくなり、その傾向

は高剛性杭で顕著である。これは、高剛性杭における構造物慣性力の増大に伴う土圧摩擦合力

の減少傾向が、低剛性杭のそれより小さいためと考えられる。ただし、低剛性杭において、基

礎部に作用する土圧が受働土圧に達して土圧摩擦合力が一定となると、構造物慣性力の増大

に伴って杭先端せん断力が急激に大きくなる。 

2) 短周期構造物において、高剛性杭の杭頭および杭先端せん断力は、低剛性杭のそれより大きく

なるのに対し、免震構造物では、構造物慣性力が大きくなると、高剛性杭と低剛性杭の杭頭せ

ん断力は同程度となる。 
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第６章 RC杭基礎の破壊が 

構造物の地震時挙動に及ぼす影響 

6.1 実験概要 

6.2 前震と余震における杭－構造物系の挙動 

6.3 カオスアトラクタを用いた杭の損傷評価 

6.4 第6章のまとめ 
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6.1 実験概要 

 本章では、大型せん断土槽を用いたRC杭基礎の破壊実験6.1), 6.2)で得られたデータを用いる。実

験は（旧）科学技術庁防災科学技術研究所の水平1次元大型振動台で行われた。実験モデルを図

6.1に示す。せん断土槽は、幅12m(加振方向)、奥行き3.5m、高さ6mである。地盤は霞ヶ浦砂を用

いた飽和砂である。構造物モデルは14100kgの剛体（鉄板、加振方向2.5m×奥行き2.5m×高さ

0.3m）である。杭は長さ6m、直径150mmのRC杭4本である。構造物モデルの底面は地表面から

20cmの高さであり、杭頭は突出している。構造物モデルと杭頭は剛接合で、杭先端はピンで土槽

底面に固定された。計測は、地盤の加速度、杭の鉄筋のひずみ、構造物モデルの加速度および構

造物の水平変位について行われた。計測機器の設置位置については、文献6.1)を参照されたい。

振動台加振試験では「RINKAI 92」6.3)が用いられ、加速度レベルを変えて実験が行われた。本震

を想定して最大加速度を310cm/s2とした加振の前後に、最大加速度30cm/s2の前震と余震を想定し

た加振が行われた。各実験ケースごとにセンサーの初期値をゼロとして計測が行われた。本震を

想定した振動台加振試験により、地盤が液状化して杭が破壊した。 

 本震におけるA杭の杭頭および杭中央部の曲率の時刻歴を図6.2に示す。図6.2中の曲率0.065の

破線は、コンクリートの圧壊を示している。杭頭(H=6.0m)では曲げひずみが極めて大きく、加

振途中で計測不能になったため、杭頭(H=5.75m)における曲率も合わせて示す。また、杭中央部

でコンクリートが圧壊した箇所(H=2.6m)では、ひずみデータが計測できなかったため、杭の破壊

箇所の上部(H=4.0m)の曲率を示す。杭頭(H=6.0m)および杭中央部(H=4.0m)で曲率がコンクリー

ト圧壊レベルまで大きくなっている。これから、杭頭および杭中央部にヒンジが生じたと考えら

れる。 

 杭の損傷状況6.4)を図6.3に示す。A杭では杭頭の東側でコンクリートが剥離していた。杭頭の西

側では幅4mm程度のクラックが発生した。A杭、C杭ともに、杭頭と杭中央部にクラックが多数

発生し、杭中央部付近(A杭の高さ2.6m付近、C杭の高さ2.4m付近)の西側で、コンクリートの圧

壊が発生した。実験後の杭頭の傾斜角は、A杭で5.8°、C杭で5.6°であった。 
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図6.3 杭の損傷状況6.1) 
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6.2 前震と余震における杭－構造物系の挙動 

6.2.1 前震と余震における構造物－杭－地盤連成系の固有周期 

 本研究では、杭の破壊が構造物の余震時挙動に与える影響を検討するため、前震と余震における

杭の振動性状と構造物－杭－地盤連成系の固有周期を比較する。前震と余震における構造物加速

度と振動台加速度の伝達関数を図6.4に示す。前震、余震とも構造物の固有周期は0.65sであり、杭

の破壊に起因する固有周期の変化は認められない。地表面加速度と振動台加速度の伝達関数を図

6.5に示す。前震、余震とも0.33sでピークを示す。前震と余震の地盤の固有周期は同程度である。

大場6.5)らは、地表面と建物最上階の常時微動のフーリエスペクトル比の検討から、杭の損傷によっ

て建物の固有周期が長周期化したことを報告している。前震および余震の構造物加速度と地表面

加速度の伝達関数を図6.6に示す。伝達関数は前震、余震ともに0.65sで極大となる。 

 大場ら6.5)は、1995年兵庫県南部地震におけるRC杭基礎の被害調査を行い、杭損傷前後における

建物の常時微動の比較から、杭の損傷によって構造物の固有周期が長周期化したことを報告して

いる。これに対し、本実験における構造物の固有周期は、杭破壊前後でほぼ同程度であった。 

 

6.2.2 前震と余震における杭の振動性状 

 前震および余震における振動台加速度、杭の高さ2.5mおよび4.0mにおける加速度、地表面加速

度、構造物加速度およびレーザー変位計による構造物の水平変位の時刻歴を図6.7, 6.8にそれぞれ

示す。なお、構造物の水平変位は振動台との相対変位である。余震では構造物の残留変位が生じて

いる。振動台加速度、地表面加速度および杭の高さ2.5mの加速度の振幅は、前震と余震でほぼ同じ

である。余震の構造物加速度と杭の高さ4.0mの加速度の振幅は、前震より若干小さい。これは、杭

の塑性化により履歴減衰の影響が大きくなったためと考えられる。杭の破壊が杭の振動性状に与

える影響は、杭の高さ4.0mから構造物にかけて大きいと考えられる。 
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図6.4 構造物加速度と 

振動台加速度の伝達関数 
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地表面加速度の伝達関数 

0

1

2

3

4

5

6

0.1 1

T
ra
n
sf
e
r 
fu
n
ct
io
n

Period (s)

Foreshock

Aftershock

5

図6.5 地表面加速度と 

振動台加速度の伝達関数 



 -123- 

 

-120

0

120

0 10 20 30 40 50

A
c
c
. (
c
m
/
s2
)

Time (s)

-120

0

120

A
cc
. 
(c
m
/
s2
)

-120

0

120

A
cc
. 
(c
m
/
s2
)

-120

0

120

A
c
c
. (
c
m
/
s2
)

-120

0

120

A
c
c
. (
c
m
/s
2
) Foreshock 

Foreshock 

Foreshock 

Foreshock 

b) Structure acc.. 

d) Pile acc. (H=4.0m) 

f) Input acc. 

c) Ground surface acc. 

図6.7 前震における振動台加速度、杭(H=2.5m, H=4.0m)加速度、 

地表面加速度、構造物加速度、構造物変位の時刻歴 
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6.2.3 杭および構造物加速度の相関 

 構造物、杭頭、杭の高さ4.0mおよび2.5m、振動台における加速度のフーリエスペクトルを図6.9

に示す。なお、前震では杭の高さ5.5mにおける加速度が、余震では杭の高さ5.0mにおける加速度が

データ不良であった。以降、杭頭の加速度データは前震では杭の高さ5.0m、余震では杭の高さ5.5m

のものを用いることとする。入力波の卓越周期は、前震、余震ともおよそ0.90sである。杭の高さ2.5m

において、前震と余震のフーリエスペクトルの振幅の大きさは同程度である。杭頭および杭の高さ

4.0mにおいて、前震では0.60s付近でフーリエスペクトルの振幅が大きくなっているが、余震ではそ

の傾向は見られない。杭の高さ4.0mおよび杭頭において、前震と余震で振動性状が異なることが分

かる。構造物の卓越周期は、前震、余震とも0.60sである。余震における構造物の0.60sの振幅は、前

震のそれに比べて若干小さい程度である。なお、前震、余震とも杭および構造物に見られる0.90sの

卓越周期は、入力波の卓越周期の影響であると考えられる。 

 さらに検討するため、前震および余震における時刻25秒から30秒の構造物、杭(H=5.0m(前震), 

5.5m(余震), 4.0m, 2.5m)および地盤の加速度時刻歴を図6.10、6.11に示す。なお、地盤の加速度は杭

のそれと同じ高さのものを用いている。前震と余震における杭の高さ2.5mの加速度波形は地盤の

加速度波形と類似している。前震における杭の高さ4.0mおよび5.0mの加速度波形は、構造物の加速

度波形に類似している。一方、余震における杭の高さ4.0mおよび5.5mの加速度波形は、構造物の加

速度波形と異なる。 

 杭と構造物および杭と地盤の加速度の相関係数の分布を図6.12に示す。前震では、杭端から杭の

高さ3.0mにかけて、杭と地盤の加速度の相関係数が1に近い。杭の高さ3.0mから杭頭に向かうにつ

れて杭と地盤の相関係数は次第に低くなり、杭と構造物の相関係数が次第に高くなる。杭の高さ

4.0mから杭頭にかけて、杭と構造物の加速度の相関係数が1に近い。これから、前震では杭端から

杭の高さ3.0mにかけての挙動は地盤の挙動に類似し、杭の高さ4.0mから杭頭にかけての挙動は構

造物の挙動に類似していることが分かる。一方、余震では杭端から杭の高さ4.0mにかけて杭と地盤

の加速度の相関係数が1に近いが、高さ4.0m以上では地盤および構造物との相関係数がともに0.5程

度となっている。これから、余震における杭の高さ4.0mから杭頭にかけての挙動は、構造物と地盤

の中間的なものと考えられる。このように、前震と余震の杭の挙動は、杭の中央部から杭頭にかけ

て異なる。これは、杭の破壊が杭の振動性状に与える影響が、杭中央部から杭頭にかけて大きいこ

とを示している。 
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図6.9 構造物、杭、振動台加速度のフーリエスペクトル 
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c) Pile acc. (H=4.0m) 
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6.2.4 杭変位の深度分布 

 杭－構造物系の振動台に対する相対変位の深度分布を図6.13に示す。時刻は、28.1sから28.35sま

で0.05sごとに示している。変位は加速度の2階積分から算定した。これは変位の動的な成分に対応

する。杭の変位分布は、杭中央部から杭頭にかけて前震と余震で大きく異なる。前震では杭の高さ

3.0m付近から杭頭に向かって次第に変位が大きくなっている。杭頭付近の加速度と構造物加速度

の相関係数が1に近い(図6.12 a)ことを考慮すると、前震では杭の高さ3.0m以上と構造物が一体的

に振動していることが分かる。一方、余震では主に杭の高さ5.5mより上部が振動している。杭の高

さ4.0mから5.5mの加速度と構造物加速度の相関が低い(図6.12 b)ことを考慮すると、余震では杭の

高さ4.0mから杭頭にかけて、杭と構造物が一体的な挙動をしていないことが分かる。 

 以上から、杭中央部から杭頭にかけての杭の加速度波形、卓越周期、変位分布は、前震と余震で

大きく異なった。前震では杭の高さ3.0m以上が構造物と一体的に振動した。余震では杭と構造物の

挙動が異なり、主に杭の高さ5.5mより上部が振動した。 

 本震において杭頭が破壊した(図6.2)ことから、余震の杭頭の固定度は前震に比べて低下してい

ると考えられる。また、杭頭と杭中央部にクラックが多数発生した(図6.3)ことから、余震の杭の

剛性は前震より低いと考えられる。これらは、構造物の固有周期を長周期化させる要因となる。

一方、前震では主に杭の高さ3.0m以上が振動したのに対し、余震では主に杭の高さ5.5mより上部

が振動した(図6.13)。すなわち、余震では杭の主に振動している部分が前震に比べて短くなっ

た。これは構造物の固有周期を短周期化させる要因となる。これらの固有周期を長周期化させる

要因と短周期化させる要因が重なり、余震における構造物の固有周期は前震のそれと同じになっ

たと考えられる。 

 杭破壊後の構造物の固有周期は、構造物や杭、地盤の特性、杭体の破壊の程度等に影響を受け

ると考えられる。もし前震と余震で地盤の固有周期が異なっていたり、杭の破壊箇所が本実験と

異なっていれば、構造物の固有周期が変化した可能性も考えられる。杭の健全性評価にあたって

は、杭が破壊しても構造物の固有周期が変化しない場合のあることを考慮し、様々な観点から調

査することが重要と考えられる。 
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6.3 カオスアトラクタを用いた杭の損傷評価 

 

6.3.1 カオス時系列解析を用いた構造物の損傷評価手法 

 近年、カオス時系列解析6.6)-6.8)を利用した構造物の損傷評価手法6.9)-6.12)が検討されている。カオ

ス時系列解析とは、系の挙動予測を目的とした時系列解析手法であり、複雑な挙動の評価に適し

ている。近年、決定論的カオスを入力とした構造物の応答からアトラクタを再構成し、アトラク

タの変化を構造物の損傷前後で比較することで損傷を検出するという方法が提案されている6.13)-

6.15)。ただし、これらの研究では上部構造物を対象としており、カオス時系列解析を用いて杭基

礎の損傷評価を行った検討例は極めて少ない。 

 そこで、前節で検討したRC杭破壊実験における構造物および杭の加速度データを用い、カオ

ス時系列解析に基づくRC杭基礎の損傷の検出可能性を検討する。 

 

6.3.2 カオス時系列解析 

 カオス6.16)とは、決定論的ダイナミクスを有する少数自由度システムの振る舞いが、システム

に内在する非線形性に起因して生じる複雑な現象である。神経応答や脳波信号、音声信号、心電

図などの生体システムや、経済指標などの様々な実データにカオスが存在することが指摘されて

いる。また、建築構造物の地震時挙動6.17)や、土の繰り返しせん断履歴にもカオスが認められる

ことが報告されている6.18)。 

 状態空間内での漸近的な振る舞いを力学系のアトラクタ(attractor)という。力学系のアトラクタ

には、次の4つに分類される。 

１）平衡点(fixed point) 

２）リミットサイクル(limit cycle) 

３）トーラス(torus) 

４）ストレンジアトラクタ(strange attractor) 

平衡点、リミットサイクル、トーラスなどのアトラクタの次元は整数値をとる。これに対し、カ

オス力学系のアトラクタの次元は非整数のフラクタル次元となる。一方、確率論に従ったランダ

ムなデータの次元は、状態空間の次元と等しくなる。ブラウン運動のような確率論に従う系の挙

動は、決定論に従わないため、その振る舞いが複雑であってもカオスではない。 

 E. N. Lorenz6.19)は、熱対流の挙動を解析するため、次式で表わされる3変数の自律系常微分方程

式を提案した。 

 

 

                        (6.1) 
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σ = 10, r = 28, b = -8/3におけるx(t), y(t), z(t)の時刻歴を図6.14に示す。x(t), y(t), z(t)を3次元状態空間

にプロットしたものを図6.15に示す。このように、カオスの性質を持つ系を状態空間にプロット

すると、その軌道は、ストレンジ・アトラクタと呼ばれる図形を描く。 

 実現象の観測において、系の状態変数が全て観測可能とは限らない。その場合、カオス時系列

解析では、Takens の埋め込み定理6.20)を用いて、時系列データを時間遅れ座標系に埋め込む。埋

め込みの模式図を図6.16に示す。一定の時間間隔τごとに、時系列データをm個抽出する。抽出

したデータを用いて、m次元の時間遅れ座標系にベクトルv(t) = (x(t), x(t+τ), …, x(t+(m-

1)τ)) を構成する。tを変化させると、それらのベクトルはm次元時間遅れ座標系にアトラクタ

と呼ばれる軌道を描く。mは埋め込み次元、τは遅れ時間である。システムを記述するのに必要

な状態変数の数をnとすると、m≧2n+1であれば、埋め込み可能となる6.21) 。 

 (6.1)式で表わされるローレンツ方程式のx(t)およびランダムノイズを時間遅れ座標系に再構

成したものを図6.17に示す。ローレンツ方程式のx(t)のアトラクタは、図6.15のアトラクタと類

似した形状となるのに対し、ランダムノイズのアトラクタの軌道は複雑に交差し、特徴的な形状

を持たない。このように、対象システムが決定論に従っていれば、時間遅れ座標系にシステムの

位相構造を保存したアトラクタが再現される。これに対し、対象システムが確率論に従っていれ

ば、軌道が交差した複雑な形状のアトラクタが再現される。 
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図6.14 ローレンツ方程式の時刻歴 

-30

0

30

x(
t)

-30

0

30

y(
t)

0

50

0 500 1000

z(
t)

Time(s)

x(t) 

y(t) 

z(t) 

図6.15 ローレンツアトラクタ 



 -135- 

 

図6.16  時間遅れ座標系への埋め込み 
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6.3.3 遅れ時間の推定 

 杭の損傷評価の可能性を検討するため、カオス時系列解析を構造物および杭の加速度データに

適用する。構造物および杭加速度のアトラクタの適切な遅れ時間を推定するため、平均相互情報

量6.22) による手法を用いる。平均相互情報量は、時系列データx(t)とx(t+τ)から得られる情報

量を最も大きくするように遅れ時間を決定する方法である。平均相互情報量を遅れ時間τの関数

とすると、一般に平均相互情報量にはいくつかの極小値が現れる。この手法では、平均相互情報

量が極小となる最小のτを最適な遅れ時間とする。平均相互情報量I(τ)は次式で表わされる。 

 

 

 

ここに、P(xn)はxnの確率密度関数、P(xn,xn+τ)はxnとxn+τの同時確率密度関数である。確率密度関数

は、加速度データのヒストグラムで求めた。構造物および杭加速度の平均相互情報量I(τ)と遅れ

時間τの関係を図6.18に示す。前震、余震の構造物、杭加速度とも、概ねτ=0.15sにおいてI(τ)が極

小値となる。これから、遅れ時間τ=0.15sとして解析を行う。 

 埋め込み次元m=3、遅れ時間τ=0.15sとして時間遅れ座標系に再構成した前震および余震の構造

物加速度のアトラクタを図6.19、6.20に、前震および余震の入力加速度のフーリエスペクトルを

図6.21に示す。時間は10-20s、20-30s、30-40sである。それぞれの時間帯において、前震と余震の

入力加速度は同様な周期特性を示している。10-20sにおける入力加速度の卓越周期は0.64s、20-

30sにおけるそれは0.5s、30-40sにおけるそれは、0.38s、0.6sおよび1.0sである。このように、入力

加速度の周期特性は時間帯によって異なる。これに対し、前震と余震のそれぞれの加振ケースに

おいて、アトラクタ形状の時間帯による変化は見られない。このことは、入力加速度の周期特性

がアトラクタの形状に及ぼす影響は小さいことを示唆している。また、前震の構造物加速度のア

トラクタは全ての時間帯で菱形状であるのに対し、余震のそれは全ての時間帯で楕円形である。

このように、構造物加速度の固有周期は前震と余震でほぼ同じである(図6.4)のに対し、構造物加

速度のアトラクタの形状は前震と余震で異なった。このことは、杭破壊前後で構造物の卓越周期

が変化しない場合でも、アトラクタを用いて挙動の変化を検出できる可能性のあることを示して

いる。 

 埋め込み次元m=3、遅れ時間τ=0.15sとして時間遅れ座標系に再構成した前震および余震の杭の

高さ4.0mにおける加速度のアトラクタを図6.22, 6.23に示す。時間は10-20s、20-30s、30-40sであ

る。杭加速度のアトラクタは、前震、余震とも全ての時間帯で軌道が複雑に交差し、特徴的な形

状を持たない。そのため、前震と余震のアトラクタ形状の違いは不明瞭である。これは、杭加速

度が高次元のシステムであり、埋め込み次元m=3では不十分であるためと考えられる。 



 -137- 

 

0

1

2

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

A
ve
ra
ge
 M
u
tu
al
 I
n
fo
rm
at
io
n

Time delay (s)

b) Pile (H=5.0m) acc. 

Foreshock 
Aftershock 

0

1

2

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

A
ve
ra
ge
 M
u
tu
al
 I
n
fo
rm
at
io
n

Time delay (s)

a) Structure acc. 

Foreshock 
Aftershock 

図6.18 遅れ時間と平均相互情報量の関係 
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図6.20 余震における構造物加速度のアトラクタ (m=3, τ=0.15s) 
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図6.19 前震における構造物加速度のアトラクタ (m=3, τ=0.15s) 
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図6.21 入力加速度のフーリエスペクトル 
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図6.23 余震における杭加速度のアトラクタ (m=3, τ=0.15s) 
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図6.22 前震における杭加速度のアトラクタ (m=3, τ=0.15s) 
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6.3.4 埋め込み次元の推定 

 最適なアトラクタの埋め込み次元を推定するため、誤り最近傍法 (False Nearest  Neighbor 

Method)6.23)を用いる。この手法では、アトラクタを構成する任意の2点間の距離によって軌道の

交差の程度を評価し、交差が無くなるまで次元を増加させることで、最適な埋め込み次元を推定

する。m次元再構成状態空間での2点間のユークリッド距離と、m+1次元まで拡張したときの距離

との相対距離RLを、次式により算出する。 

 

 

 

 

ここに、Rm(t)は埋め込み次元mのときの2点間距離、Rm+1(t)はm+1次元まで拡張したときの2点間

距離である。RLがある閾値を超える点を誤り近傍点とする。RLの閾値は15とした6.24)。再構成に

用いる埋め込み次元が最適な次元に近づくにつれ、誤り近傍点の数は減少する。誤り最近傍法で

は、誤り近傍点の数が0に収束した次元を最適な次元の推定値とする。時間的な相関の強いデー

タが存在すると、誤った埋め込み次元を算出することが指摘されている6.25)。そこで、加速度

データの自己相関関数が0となる相関時間内にある点を、近傍の判定対象から除外する6.26)。杭の

高さ5.0mにおける加速度の自己相関関数を図6.24に示す。自己相関関数が0となる相関時間は、前

震で0.18s、余震で0.16sである。 

 杭加速度のアトラクタの最適な埋め込み次元を推定するため、杭の全時間の加速度データに誤

り最近傍法を適用した。全データに対する誤り最近傍点の数の比(False Nearest Neighbor Ratio: 以

下FNNR)と埋め込み次元の関係を図6.25に示す。前震、余震とも埋め込み次元の増加に伴って

FNNRが減少する。余震の最適な埋め込み次元は、前震のそれより大きい。余震のFNNRが0とな

る埋め込み次元は11、前震のそれは9である。 

 数値解析による検討から、カオス的な時系列データにホワイトノイズなどの確率過程が混入し

た場合、埋め込み次元が高くなることが指摘されている6.27)-6.29)。すなわち、アトラクタの最適な

埋め込み次元は、系の挙動が確率論的であるほど高くなる。余震の杭加速度の埋め込み次元が前

震のそれより大きくなったことから、杭の破壊によって杭が確率論的に挙動する傾向が強くなっ

たと考えられる。 

 以上から、アトラクタの形状や埋め込み次元を比較することで、杭の損傷を評価できる可能性

がある。ただし、本研究は限られた実験結果であり、カオスアトラクタを用いた杭の損傷評価手

法の汎用性を検討するためには、今後さらなるデータの蓄積が必要と考えられる。また、入力波

の特性や杭の破壊性状がアトラクタの形状や埋め込み次元に及ぼす影響については、今後の課題

としたい。 
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図6.24 自己相関関数 
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6.4 まとめ 

 RC杭基礎破壊実験において、杭の破壊が杭の振動性状と構造物の固有周期に及ぼす影響を検

討した。さらに、RC杭基礎の破壊実験において、構造物および杭加速度のアトラクタの形状や

埋め込み次元を杭破壊前後で比較し、杭の損傷評価の可能性を検討した。得られた知見を以下に

示す。 

1) 杭の中央部から杭頭にかけての振動性状は、前震と余震で異なった。ただし、構造物の固有

周期は前震と余震でほぼ同じであった。これは、杭の剛性が低下したことによる長周期化の

要因と、杭の主に振動している部分が短くなったことによる短周期化の要因が重なったため

と考えられる。 

2) 杭の健全性評価では、杭が破壊しても構造物の固有周期が変化しない場合のあることを考慮

し、様々な観点から調査することが重要である。 

3) 構造物加速度の卓越周期は前震と余震で同程度であったのに対し、アトラクタの形状は前震

と余震で異なった。これから、杭破壊前後で構造物の卓越周期が変化しない場合でも、アト

ラクタを用いて構造物の挙動の変化を検出できる可能性がある。 

4) 誤り最近傍法を用いて杭加速度のアトラクタの最適な埋め込み次元を求めた結果、杭破壊後

の埋め込み次元は、杭破壊前のそれより高くなった。これから、杭の破壊によって杭が確率

論的に挙動する傾向が強くなったと考えられる。 
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第７章 まとめ 

7.1 本研究のまとめ 

7.2 今後の課題 



 -146- 

 

7.1 本研究のまとめ 

 本研究では、構造物の諸条件が杭応力に影響を及ぼす要因を把握するため、上部構造物の固有周

期および杭剛性、地盤の相対密度をパラメータとした遠心載荷装置を用いた液状化地盤－杭－構

造物系の振動実験を行った。これらの構造物および杭の条件が杭応力および構造物の応答に及ぼ

す影響を検討し、杭応力の発生メカニズムを検討した。 

 第3章では、液状化地盤における短周期構造物の杭剛性および地盤の相対密度が杭応力に及ぼす

影響を検討した。上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短く、基礎部変位が地盤変位より小

さい場合、上部構造物慣性力、土圧摩擦合力および総地盤反力は同位相となるのに対し、基礎部変

位が地盤変位と同程度の場合、上部構造物慣性力と総地盤反力が同位相で、それらと土圧摩擦合力

の間に位相差が生じる。基礎部変位が地盤変位より大きい場合、構造物慣性力と土圧摩擦合力は逆

位相となる。杭変位が地盤変位より小さくなる深度の水平地盤反力は、構造物慣性力と同位相とな

り、杭変位が地盤変位より大きくなる深度の水平地盤反力は、構造物慣性力と逆位相となる。 

 第4章では、杭剛性が液状化地盤における免震構造物の杭応力および上部構造物の応答に及ぼす

影響を検討した。低剛性杭の杭頭および杭先端せん断力は、高剛性杭のそれらより小さくなった。

これは、低剛性杭の基礎部に作用する土圧摩擦合力が、高剛性杭のそれより小さくなったためであ

る。一方、低剛性杭における上部構造物加速度は、高剛性杭のそれより大きくなった。これは、杭

剛性が低ほど基礎部の挙動は地表付近の地盤の挙動に近づき、地表面加速度の振幅が大きい2秒か

ら5秒付近の周期帯において、低剛性杭の基礎部加速度の振幅が高剛性杭のそれより大きくなった

ためと考えられる。さらに、実験で計測された基礎部加速度を用いて、免震構造物を模擬した1質

点系の時刻歴応答解析を行い、杭剛性と免震構造物の固有周期が免震層変位に及ぼす影響を検討

した。その結果、免震構造物の固有周期が地盤の卓越周期に近くなると、免震層変位は大きくなり、

その傾向は低剛性杭で顕著であった。これから、低剛性杭を用いた免震構造物は、高剛性杭に比べ、

免震層の変位が大きくなることが想定されるので、設計での配慮が必要と考えられる。 

 第5章では、短周期構造物および免震構造物の遠心載荷実験結果を比較した。さらに、応答変位

法を用いて短周期構造物と免震構造物の構造物慣性力が杭応力に及ぼす影響を検討した。短周期

構造物において、高剛性杭の杭頭および杭先端せん断力は、低剛性杭のそれより大きくなる。これ

に対し、免震構造物では、構造物慣性力が大きくなると、杭せん断力は杭頭で最大となり、高剛性

杭と低剛性杭の杭頭せん断力は同程度となる。 

 以上の一連の遠心載荷実験の結果から、次のことが指摘できる。 

1) 短周期構造物において、低剛性杭の杭先端および杭頭のせん断力は高剛性杭のそれより小さ

くなった。このことは、液状化地盤における短周期構造物に剛性の低い杭を用いることで、杭

応力を低減できることを示している。 

2) 免震構造物において、構造物慣性力が大きい場合、低剛性杭と高剛性杭の杭せん断力は同程度

となり、低剛性杭を用いることによる杭応力の低減は期待できない。さらに、免震構造物にお

いて剛性の低い杭を用いると、上部構造物の応答や免震層の変位が大きくなる。これから、液
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状化地盤における免震構造物で、構造物慣性力が大きくなることが想定される場合には、剛性

の高い杭が適している。 

 第6章では、杭の損傷が構造物および杭の振動性状に及ぼす影響を検討するため、大型せん断土

槽を用いたRC杭の破壊実験のデータを用い、杭損傷前後における構造物および杭の振動性状を比

較・検討した。杭の中央部から杭頭にかけての振動性状は、杭損傷前と杭損傷後で異なった。それ

にもかかわらず、構造物の固有周期は前震と余震でほぼ同じであった。これは、杭の剛性が低下し

たことによる長周期化の要因と、杭の主に振動している部分が短くなったことによる短周期化の

要因が重なったためと考えられる。さらに、杭の損傷評価の可能性を検討するため、RC杭基礎の

破壊実験データにカオス時系列解析を適用し、構造物および杭加速度の時間遅れ座標系における

アトラクタの形状や埋め込み次元を杭破壊前後で比較した。その結果、構造物加速度の卓越周期は

前震と余震で同程度であったのに対し、アトラクタの形状は前震と余震で異なった。また、誤り最

近傍法を用いて杭加速度のアトラクタの最適な埋め込み次元を求めた結果、杭破壊後の埋め込み

次元は、杭破壊前のそれより高くなった。このことは、杭の破壊によって杭が複雑に挙動する傾向

が強くなったことを示している。これから、杭破壊前後で構造物の固有周期が変化しない場合で

も、カオス時系列解析を用いて杭の損傷を検出できる可能性があると考えられる。 

 以上から、次のことが指摘できる。 

1) 杭が破壊しても、構造物の固有周期が変化しない場合がある。これを考慮し、杭の健全性評

価を行うにあたっては、大地震前後の構造物固有周期のみならず、様々な観点から調査する

ことが重要である。 

2) 杭が損傷すると、構造物および杭の振動特性に変化が生じる。杭の損傷に起因する構造物お

よび杭の振動性状の変化は、カオス時系列解析によって検出できる可能性がある。 
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7.2 今後の課題 

 最後に、本研究における今後の課題を示す。 

 液状化地盤における短周期構造物の杭応力の検討では、応答変位法を用いて、地盤の相対密度

および杭剛性が杭応力に及ぼす影響を考察した。上部構造物の固有周期が地盤の卓越周期より短

い場合、基礎部変位が地盤変位より大きくなると、構造物慣性力と土圧摩擦合力が逆位相とな

り、杭頭および杭先端せん断力は小さくなる。杭応力は基礎部変位と地盤変位の大小関係に影響

を受ける。どのような条件で基礎部変位が地盤変位より大きくなるか、または小さくなるかにつ

いては、今後の検討課題である。 

 免震構造物の杭応力に関する検討では、遠心載荷実験に用いたゴムの減衰が実際の免震構造物

より大きいため、実験における上部構造物の応答は、実構造物より小さいと考えられる。遠心載

荷実験において、上部構造物の減衰を再現することは、今後の課題である。また、本研究では免

震構造物の固有周期が地盤の卓越周期より長いケースについて検討を行った。免震構造物の固有

周期が地盤の卓越周期と一致する場合では、免震層の変位がさらに大きくなる可能性がある。免

震構造物の固有周期が地盤の卓越周期と一致する場合ついては、今後の課題である。 

 遠心載荷実験において、地盤の変位が杭剛性によって異なった。これは、液状化によって地盤

剛性が低下し、地盤の応答が杭および基礎部の挙動に影響を受けたためと考えられる。本研究で

用いたせん断土槽の大きさに制限があり、基礎部の挙動が地盤の応答に及ぼす影響については、

不明である。今後は、せん断土槽の大きさや杭剛性が地盤の応答に及ぼす影響を、FEM解析など

を用いて検討することが必要であると考えられる。 

 大型せん断土槽を用いたRC杭基礎の破壊実験では、杭の損傷が構造物の振動性状に及ぼす影響

を検討した。本研究で用いたデータでは、杭が損傷しても構造物の固有周期に変化は見られな

かった。これに対し、杭の損傷によって構造物の固有周期が変化したという報告もある。これか

ら、杭の破壊性状によって構造物の固有周期が変化する場合としない場合があると考えられる。

今後は、杭が破壊した場合、どのような条件で構造物の固有周期が変化しないのかを検討する必

要があると考えられる。 

 カオス時系列解析を用いた杭の健全性評価手法の検討において、杭損傷前後の構造物加速度の

アトラクタ形状に変化が現れた。本研究で用いたデータは、限られた条件下での実験結果であ

り、前震と余震の入力波形は同一のものを用いている。そのため、入力波の特性が構造物加速度

のアトラクタ形状に及ぼす影響については、不明である。入力波の特性や杭の破壊性状がアトラ

クタの形状や埋め込み次元に及ぼす影響については、今後の課題としたい。また、杭の損傷に

よってアトラクタに変化が生じるメカニズムを検討することが必要である。そのためには、FEM

解析などを用いた検討が必要であると考えられる。 
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